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１．はじめに 

 
本市の下⽔道事業は、平成５年度の事業着⼿より、塩⽥町の農業集落排⽔４地区、嬉野

町の公共下⽔道、集合処理区域以外の特定地域⽣活排⽔処理の３事業により、汚⽔処理施
設整備を進めており、平成30年度末における汚⽔処理⼈⼝普及率64.9％に⾄っています。 

今後は、未整備地区の整備概成と併せて、既存施設の⽼朽化対策等を効率的に実施して
いく必要があります。加えて、⼈⼝減少に伴う地⽅財政状況の悪化、⼈⼝減少ならびに節
⽔型社会への転換による下⽔道使⽤料収⼊の低下などの情勢変化に対し、より⼀層、経営
の安定化への努⼒が必要となってまいります。 

これらの状況を踏まえ、将来に渡り、持続的に安全・安⼼な下⽔道サービスを提供する
ため、経費区分を明確にした上で戦略的に経営、投資を⾏うことができる企業会計⽅式を
導⼊し、より⼀層の経営の効率化、経営基盤の強化を図る必要があります。 

嬉野市下⽔道事業は令和４年４⽉に地⽅公営企業法の適⽤（以下、「法適⽤」といいま
す）を受ける予定としました。法適⽤を円滑に進め、法適⽤のメリットを最⼤限活かせる
事業環境を整備するため、法適⽤基本計画を策定しました。 
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２．嬉野市下水道事業の概要 

 

(1)嬉野市下⽔道事業の概要 

塩⽥町では、平成５年より農業集落排⽔の整備に着⼿し、平成７年に供⽤を開始しまし
た。その後、順次、農業集落排⽔３地区の整備を進め、現在では、美野、上久間、⾺場下、
五町⽥・⾕所の４地区で事業を運営しています。 

嬉野町では、平成 12 年度より公共下⽔道の整備に着⼿し、平成 18 年度に供⽤を開始
しています。 

平成 26 年度には集合処理の区域を⾒直し、平成 27 年度より、集合処理計画区域外に
おいては、特定地域⽣活排⽔処理事業により合併処理浄化槽の整備を進めてきています。 

これら３事業による汚⽔処理施設整備を鋭意進めており、平成 30 年度末における汚⽔
処理⼈⼝普及率 64.9％に⾄っています。 
 

 嬉野市下⽔道事業の施設の概要を表 2-1 に、事業の概要を表 2-2 に、事業の実施箇所を
図 2-1 に、処理場位置を図 2-2 に整理します。 
 
表 2-1 嬉野市下⽔道事業 施設の概要 

対 象 事 業  処 理 場 MP 管 路

公 共  
下 ⽔ 道  
事 業  

嬉 野 浄 化 セ ン タ ー  19 箇 所  約 59km 

農 業 集 落  
排 ⽔ 事 業  

美 野 地 区  
上 久 間 地 区  
⾺ 場 下 地 区  

五 町 ⽥ ・ ⾕ 所 地 区  

50 箇 所  
（ う ち 真 空 式 ポ

ン プ ２ 箇 所 含 む ） 
約 89km 

特 定 地 域  
⽣ 活 排 ⽔  
処 理 事 業  

浄 化 槽 264 基  
※ R2 年 度 以 降 80 箇 所 /年 ず

つ 増 の 計 画 → 法 適 ⽤ 時 は

約 660 基 と 推 定  

－  －  

 



3 
 

表 2-2 嬉野市下⽔道事業 事業の概要 
公共下⽔道 農業集落排⽔ 特定地域⽣活排⽔処理

H.12. 4. 1 H. 5. 7. 2 H.27. 4. 1
H.18. 3.10 H. 7.10. 1 H.27. 4. 1
H.12. 4. 1 H. 5. 7. 2 H.27. 4. 1

単独で終末処理 単独で終末処理 単独で終末処理
分流式 分流式 分流式

（１）⾏政区域内⼈⼝（⼈）（Ａ） 26,087 26,087 26,087
11,100 12,330 12,219
6,888 6,192 12,219
6,888 6,192 12,219
4,122 4,928 3,709

12,641 12,641 12,641
307 278 12,055
307 278 12,055
307 278 12,055

ア．Ｄ／Ａ×100（％） 26.4 23.7 46.8
62.1 50.2 100.0
59.8 79.6 30.4
2.4 2.2 95.4

100.0 100.0 100.0
7,374,964 10,318,586 326,471

ア．国庫補助⾦（千円） 3,219,116 3,359,228 117,012
イ．地⽅債（千円） 3,334,100 5,157,850 127,930
ウ．受益者負担⾦（千円） 87,903 200,935 38,287
エ．その他（千円） 733,845 1,600,573 43,242

ア．管きょ費（千円） 5,165,651 7,621,273 -
イ．ポンプ場費（千円） - - -
ウ．処理場費（千円） 2,193,413 2,697,313 326,471
エ．流域下⽔道建設費負担⾦（千円） - - -
オ．その他（千円） 15,900 - -

6,280,804 6,122,413 289,168
85.2 59.3 88.6

59 89 -

 ア．汚⽔管（km） 59 89 -
1 4 （浄化槽）264

⾼級処理 ⾼級処理 ⾼級処理
13,800 2,838 1,540
4,600 2,838 356
4,600 1,450 -
1,296 1,233 194

- - -
- - -

100.0 51.1 -
- - -

28.2 43.4 54.5
507,679 383,508 70,946

 ア．⾬⽔処理⽔量（m3） - - -
イ．汚⽔処理⽔量（m3）（Ｒ） 507,679 383,508 70,946

466,586 383,508 70,946
91.9 100.0 100.0

  ア．汚泥量（m3／⽇） 2 10.0 -
85 85 -

470 4,455 -

    （１）損益勘定所属職員（⼈）（Ｔ） 1 - -

ア．管きょ部⾨（⼈） - - -
イ．ポンプ場部⾨（⼈） - - -
ウ．処理場部⾨（⼈） - - -
エ．その他総務・管理部⾨（⼈） 1 - -

2 - 1
3 - 1

507,679 - -
7 - -

（６）現在⽔洗便所設置済⼈⼝（⼈）（Ｅ）

項⽬
１．建設事業開始年⽉⽇
２．供⽤開始年⽉⽇
３．特別会計設置年⽉⽇
４．流域下⽔道接続関係
５．排除⽅式
６．施設及び業務

（３）全体計画⼈⼝（⼈）（Ｃ）
（４）現在排⽔区域内⼈⼝（⼈）
（５）現在処理区域内⼈⼝（⼈）（Ｄ）

キ．Ｉ／Ｈ×100（％）

（７）⾏政区域⾯積（ha）（Ｆ）
（９）全体計画⾯積（ha）（Ｈ）
（10）現在排⽔区域⾯積（ha）
（11）現在処理区域⾯積（ha）（Ｉ）
（12）普及率

ウ．Ｄ／Ｃ×100（％）
エ．Ｅ／Ｄ×100（％）
オ．Ｉ／Ｆ×100（％）

（19）計画処理能⼒（m3／⽇）（Ｌ）

（13）総事業費（千円）（Ｊ）
同上財源

同上のうち使途内訳

（14）補助対象事業費（千円）（Ｋ）
（15）補対率Ｋ／Ｊ×100（％）
（16）下⽔管布設延⻑（km）

種別延⻑

（17）終末処理場数（ヶ所）
（18）下⽔処理の⽅法

（30）有収率Ｓ／Ｒ×100（％）

（20）現在晴天時処理能⼒（m3／⽇）（Ｍ）
（21）現在晴天時最⼤処理⽔量（m3／⽇）（Ｎ）
（22）現在晴天時平均処理⽔量（m3／⽇）（Ｏ）
（23）現在⾬天時処理能⼒（m3／分）（Ｐ）
（24）現在⾬天時最⼤処理⽔量（m3／分）（Ｑ）
（25）晴天時最⼤稼働率Ｎ／Ｍ×100（％）
（26）⾬天時最⼤稼働率Ｑ／Ｐ×100（％）
（27）終末処理場施設利⽤率Ｏ／Ｍ×100（％）
（28）年間総処理⽔量（m3）

内訳

（29）年間有収⽔量（m3）（Ｓ）

（４）１⽇汚⽔１万m3処理当たり職員数（⼈）

（31）汚泥処理能⼒

イ．含⽔率（％）
（32）年間総汚泥処分量（m3）

７．職員数

内訳

（２）資本勘定所属職員（⼈）
計

（３）１⼈当たりの汚⽔処理⽔量Ｒ／Ｔ（m3）

 
出典︓「平成 30 年度地⽅公営企業年鑑︓総務省」を⼀部編集 

※不要項⽬を除外しているため、通し番号が⾶び番となっています。 
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︓公 共 下 ⽔ 道 事 業 

︓農 業 集 落 排 ⽔ 事 業 

︓特定地域⽣活排⽔処理事業 

 
図 2-1 嬉野市下⽔道事業 位置図 
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美野処理場

上久間処理場

馬場下処理場

嬉野浄化センター
五町田・谷所処理場

美野処理場 上久間処理場 馬場下処理場 五町田・谷所処理場

嬉野市役所
(嬉野庁舎)

嬉野市役所
(塩田庁舎)

嬉野浄化センター

 
図 2-2 嬉野市下⽔道事業 処理場位置図 
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(2)組織体制 

 
 嬉野市の下⽔道事業は、建設部環境下⽔道課が所管し、運営しています。平成 27~28
年度に⽔道部局と課の統合を⾏いましたが（会計は別会計）、⽔道部局は令和２年度中に
佐賀⻄部広域⽔道企業団に合併する⾒通しとなっています。 
 

⾏政経営部

総合戦略推進部

市⺠福祉部

産業振興部 建設・農林整備課

建設部 環境下⽔道課

（企業管理者）   ⽔道課

市
⻑

副
市
⻑

 

図 2-3 嬉野市下⽔道事業 組織図 

 

 

(3)使⽤料体系 

 本市下⽔道事業の使⽤料体系は、旧町の料⾦を合併後もそのまま引き継いだため、市⺠
にとっては、公共、農集でも同様のサービスを受けていますが、使⽤料が異なる状況であ
ることから、農業集落排⽔も使⽤料を他の事業と同様、従量制に統⼀していくことを検討
しています。 
 
表 2-3 嬉野市下⽔道事業の使⽤料体系 

事業 基本使⽤料 超過使⽤料

公共下⽔道 
１０ｍ3以下  1,200円 1ｍ3 につき   150 円 

（消費税別 10 円未満切捨）

農業集落排⽔ 
し尿と雑排⽔ 1,000 円 

（⼈員割額） 
世帯員１⼈当たり 500 円

雑排⽔のみ   700 円 
（⼈員割額） 
世帯員１⼈当たり 300 円

特定地域⽣活排⽔処理 
１０ｍ3以下  1,200円 1ｍ3 につき   150 円 

（消費税別 10 円未満切捨）
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３．法適用の目的 

 

3.1 法適用の意義 

 
下⽔道事業は地⽅公共団体の財政運営に与える影響が⼤きく、⾏政改⾰や財政健全化に

取り組む中で、経営基盤の強化が急務となっています。また、⻑期的に安定した事業運営
を実施するためには、経営の健全化や計画性・透明性の向上が求められており、法適⽤は
その取り組みの柱の１つと位置付けられています。 

下⽔道施設は、住⺠の恒久的な財産であり、適正に維持しつつ、その利⽤に供していか
なければなりません。厳しい財政状況の下で健全な事業運営を確保していくためには、経
営状況を正しく捉え、内部的にはもとより、利⽤者に対しても理解を求めていく必要があ
ります。 

そのためには、事業の経営成績や財政状況を明確に把握することが可能な経理⽅式、す
なわち発⽣主義に基づく複式簿記の⼿法によって経理する「企業会計⽅式」を採⽤するこ
とが有効と考えられます。 

 
 

3.2 法適用の目的 

 
本市において⻑期的に安定した下⽔道事業経営を実現していくためには、企業会計⽅式

を導⼊し、経理内容を明確にしていくことが有効です。 
法適⽤の主な⽬的は、下⽔道事業の経営健全化に向けた財務管理体制の強化であり、具

体的には以下に⽰す事項です。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①経営基盤の強化 
・損益取引と資本取引の区分により、経営状況を的確に把握することができる。 
・固定資産管理の適正化により、資産の状況が経理上明確となる。 
・資産と財源（負債、資本）のバランスが明確になり、適切な世代間負担や財務安全性が

検証でき、経営分析を通じて将来の経営計画を策定し、経営健全化を図ることができる。
②経費負担区分の明確化 
・期間損益計算による使⽤料対象原価が明確化され、適正な料⾦算定ができる。 
・損益取引と資本取引の区分により、⼀般会計の負担経費を明確化することができる。 
③アカウンタビリティの向上 
・損益取引と資本取引の区分により、⼀般会計繰⼊額および使⽤料⾦の算定根拠が明確に

なり、アカウンタビリティが向上する。 
・貸借対照表により、事業開始からの経営状況が明確になる。 
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3.3 法適用のメリット 

 
本市下⽔道事業における法適⽤のメリットを以下に⽰します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法適用のメリット 

【①経営状況の明確化】 
・損益取引と資本取引との区分、発⽣主義、複式簿記の採⽤等、官公庁会計とは異なる

公営企業会計の特質により、経営状況が明確化するとともに、財務状況（資産等）と
合わせて総合的な事業評価が⾏えます。 

・また、経費負担区分の明確化により、下⽔道使⽤料の対象原価が明確化することに伴
い、下⽔道使⽤料が適切に算定できるようになります。 

 
【②維持管理時代に合致した経営体制づくり】 
・今後は普及促進の建設から維持管理に移⾏していく⾒通しです。これまで巨額の投資

を⾏ってきた下⽔道施設を社会資本ストックの⼀部と認識し、的確な維持管理を⾏う
ため、当年度の現⾦収⽀フローに重きを置いた官公庁会計⽅式から企業会計⽅式に移
⾏することにより、ストック資産の状況とその資⾦回収の割合等が経理上明確となり
ます。 

 
【③情報公開と透明性の向上による住⺠へのアカウンタビリティを確保】 
・⾏政を取り巻く環境として「住⺠に対する説明責任」と「情報公開の希求」がますま

す⾼まっており、更に下⽔道事業が施設の使⽤感覚の薄い事業であることから、下⽔
道事業に対する住⺠の理解を⼀層⾼めていく必要があります。 

・法適⽤により、事業の経営状況の正確な把握が可能となり、負担と受益の関係も分か
りやすくなるため、住⺠の理解の深まりが期待できます。 

 
【④職員の経営意識の向上】 
・下⽔道事業は、住⺠⽣活に密接した公共サービスであり、事業規模も⼤きいことから、

市の財政運営や住⺠⽣活に与える影響は⼤きいものとなっています。 
・企業会計の導⼊により、経営状況が明確となるため、職員の経営意識の⼀層の向上が

図られることが期待できます。 
 
【⑤その他効果】 
・地⽅公営企業法の適⽤により減価償却のしくみが導⼊されることとなり、消費税計算

の特例を受ける等、節税効果が期待できます。 
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４．基礎調査 

 

4.1 他都市の事例調査 

 
(1)全国の下⽔道事業の法適⽤状況 

全国の下⽔道事業の法適⽤状況を表 4-1 に⽰します。平成 31 年４⽉１⽇時点で、⼈⼝
３万⼈以上の団体では適⽤済もしくは取組中が全体の 99.3％、⼈⼝３万⼈未満の団体で
は適⽤済もしくは取組中が全体の 27.6％となっています。 

 
表 4-1 公営企業会計適⽤の取組み状況（平成 31 年４⽉１⽇時点） （単位︓団体・％） 

 
出典︓「公営企業会計適⽤の取組み状況︓総務省」 

 
全国の法適⽤下⽔道事業の法適⽤範囲、管理者設置有無の状況を表 4-2 に⽰します。法

適⽤範囲は、全部適⽤が多く、全体の 63％となっています。企業管理者設置有・無は、
⾮設置が多く、全体の 80％となっています。 

 
表 4-2 法適⽤範囲・管理者設置有無（全国）           （単位︓団体）  

事業 
法適⽤範囲 企業管理者有・無

全部 ⼀部 設置 ⾮設置
公共下⽔道 279 152 99 332
農集集落排⽔ 99 67 21 145
特定地域⽣活排⽔処理 28 15 ９ 34
全 下⽔道事業 605 

(63％） 
358 

(37%) 
193 

(20%) 
770

(80%)
出典︓「平成 30 年度地⽅公営企業年鑑︓総務省」の統計情報を元に整理 

※各事業の統計整理は、嬉野市が該当する３事業（公共、農集、特排）のみとしています。 
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(2)佐賀県内の下⽔道事業の法適⽤状況 
佐賀県内における下⽔道事業の法適⽤状況を表 4-3 に⽰します。 
佐賀県内で平成 31 年４⽉１⽇時点までに法適⽤をしている団体は、佐賀県を含めて８

団体であり、８団体のうち６団体が全部適⽤としており、全部適⽤が多い傾向にあります。
企業管理者は佐賀県、佐賀市は設置していますが、その他の中⼩都市は管理者⾮設置（⾸
⻑が兼務）としています。 

 
表 4-3 佐賀県内の下⽔道事業法適⽤状況（平成 31 年４⽉１⽇時点） 

行政人口

（人） 公共 特環 農集 漁集 林集 小規模 コミプラ 特定地域個別排水 ①適用済 ②取組中 ③検討中

佐賀県 849,788 - 全部 － － － － － － － 非適 設置

佐賀市 237,506 ● 全部 全部 全部 － － － － 全部 全部 設置 ○

唐津市 126,926 ● 非適 － 非適 非適 － － － － 非適 － ○

鳥栖市 69,074 ● 全部 － － － － － － － 非適 非設置 ○

多久市 21,404 ● 非適 － 非適 － － － － － 非適 － ○

伊万里市 57,161 ● 全部 － 全部 － － － － － 非適 非設置 ○

武雄市 50,699 ● 全部 － 全部 － － － － 全部 非適 非設置 ○

鹿島市 30,720 ● 非適 － － － － － － － 非適 － ○

小城市 45,133 ● 非適 － 非適 － － － － － 非適 － ○

嬉野市 28,984 ● 非適 － 非適 － － － － － 非適 － 〇

神埼市 32,899 ● 非適 － 非適 － － － － － 非適 － ○

吉野ヶ里町 16,405 ● 非適 － 非適 － － － － － 非適 － ○

基山町 17,837 ● 一部 － － － － － － － 非適 非設置 ○

上峰町 9,224 ● － － 非適 － － － － － 非適 － ○

みやき町 26,175 ● 非適 － 非適 － － － － － 非適 － ○

玄海町 6,379 ● 非適 － 非適 － － － － － 非適 － ○

有田町 20,929 ● 全部 － 全部 － － － － 全部 非適 非設置 ○

大町町 7,369 - － － － － － － － － 非適 －

江北町 9,515 ● 非適 － 非適 － － － － － 非適 － ○

白石町 25,607 ● － 一部 一部 － － － － － 非適 非設置 ○

太良町 9,842 ● － － － 非適 － － － － 非適 － ○

法適用の状況 企　業
管理者

団体名
下水道事業を実

施する団体

公営企業会計適用の取組状況

 

参考⽂献︓総務省「「公営企業会計適⽤の取り組み状況（平成 31 年 4 ⽉ 1 ⽇現在）」ほか 
 

(3)先進都市の事例調査 
「地⽅公営企業法の適⽤に関するマニュアル（平成 31 年３⽉改定版）︓総務省」におい

て、先進都市の法適⽤事例が整理されています 
嬉野市下⽔道事業と同様の⼈⼝３万⼈未満の下⽔道事業の法適⽤事例は３件掲載され

ており、それら事例を参考とします。 
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4.2 他部局との関連調査 

 
関係部局との調整事項の抽出にあたり、現⾏の本市組織の職務分掌を嬉野市⾏政組織規

則に基づき整理します。表の⽔⾊網掛け部分は嬉野市下⽔道事業の法適⽤に関連性がある
と想定される課・グループ、事務分掌です。 

 
表 4-4 現⾏組織の職務分掌（令和２年３⽉現在）                 (1/7) 

部名 課名 グループ名 事務分掌 

行 政 
経営部 

総務・防災課 総務・文書 
(塩田庁舎) 

1 市の沿革に関すること。 
2 行政区域に関すること。 
3 行政嘱託員の総括に関すること。 
4 儀式及び表彰に関すること。 
5 市議会との連絡調整に関すること。 
6 市議会議案等の作成及び送付に関すること。 
7 市長の答弁書等の作成に関すること。 
8 渉外事務に関すること。 
9 庁中令達に関すること。 
10 自衛官募集事務の総括に関すること。 
11 固定資産評価審査委員会に関すること。 
12 宿日直の総括に関すること。 
13 公印の管守に関すること。 
14 文書の調整、審査及び総括に関すること。 
15 例規に関すること。 
16 公告等に関すること。 
17 書庫の総括に関すること。 
18 情報公開の総括に関すること。 
19 個人情報保護の総括に関すること。 
20 訴訟及び不服申立てに関すること。 
21 総合教育会議に関すること。 
22 行政相談に関すること。 
23 嬉野庁舎との調整に関すること。 
24 部内の連絡調整に関すること。 

秘書調整 
(塩田庁舎) 

1 市長及び副市長の事務引継に関すること。 
2 市長及び副市長の秘書に関すること。 
3 市長会及び副市長会に関すること。 
4 市長及び副市長のスケジュール管理に関すること。 
5 行事予定等庁内事務の連絡調整に関すること。 

防災・安全・ 
安心 
(塩田庁舎) 

1 消防及び防災の総括に関すること。 
2 危機管理の総合調整に関すること。 
3 災害対策の総括に関すること。 
4 防犯対策の総括に関すること。 
5 交通安全の総括に関すること。 
6 国民保護に関すること。 

犯罪被害者等 
支援室 
(塩田庁舎) 

1 犯罪被害者等の支援に関すること。 

人事 
(塩田庁舎) 

1 職員の人事及び勤務条件に関すること。 
2 職員の任免、分限、懲戒その他身分に関すること。 
3 職員の服務、研修及び勤務評定に関すること。 
4 職員の表彰に関すること。 
5 職員の公務災害補償に関すること。 
6 公平委員会に関すること。 
7 職員団体に関すること。 
8 職員の給与に関すること。 
9 職員の福利厚生、労働安全及び衛生管理に関すること。
10 職員の定数及び配置に関すること。 
11 職務の公正及び不正防止に関すること。 
12 退職手当、退職年金等に関すること。 
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表 4-4 現⾏組織の職務分掌（令和２年３⽉現在）                 (2/7) 
部名 課名 グループ名 事務分掌 

行 政 
経営部 

総務・防災課 総務・安全・ 
安心 
(嬉野庁舎) 

1 行政嘱託員に関すること。 
2 渉外事務に関すること。 
3 連絡調整に関すること。 
4 自衛官募集事務に関すること。 
5 文書の収受及び発送並びに整理及び保存に関すること。
6 書庫に関すること。 
7 消防及び防災に関すること。 
8 危機管理の調整に関すること。 
9 災害対策に関すること。 
10 交通安全及び防犯に関すること。 
11 情報の公開及び個人情報に関すること。 
12 老朽空き家等の対策に関すること。 
13 嬉野庁舎の管理に関すること。 
14 嬉野庁舎の常用品の払い出しに関すること。 
15 公有財産の登記に関すること。 

財政課 
(塩田庁舎) 

財政 1 予算編成に関すること。 
2 財政計画に関すること。 
3 予算執行の調整に関すること。 
4 予算の繰越し及び決算に関すること。 
5 起債に関すること。 
6 地方交付税その他交付金等に関すること。 
7 資金の調整及び借入金に関すること。 
8 基金に関すること。 

資産管理 1 普通財産の取得、管理、運用及び処分に関すること。
2 施設の使用許可に関すること。 
3 公用車の集中管理に関すること。 
4 放置自動車等に関すること。 
5 所管に係る施設の営繕及び維持管理に関すること。 
6 庁舎の維持及び取締りに関すること。 
7 物品等の購入及び供給契約に関すること。 
8 備品管理の総括に関すること(学校備品を除く。)。 
9 マイクロバスの管理運営に関すること。 
10 市有物件の災害共済に関すること。 
11 その他財産の総括管理に関すること。 
12 公共施設等総合管理計画に関すること。 
13 検査監に関すること。 

税務課 
(嬉野庁舎) 

市民税 1 市税及び国民健康保険税の賦課及び調定に関すること。
2 市税及び国民健康保険税に係る審査請求及び減免に関

すること。 
3 国税及び県税に関すること。 

固定資産税 1 固定資産税の賦課及び調定に関すること。 
2 地籍図等の管理調整に関すること。 
3 国土調査事業の調整に関すること。 

納税対策 1 税の徴収に関すること。 
2 滞納処分及び不納欠損処分に関すること。 
3 納税思想の普及及び宣伝に関すること。 
4 徴収の嘱託及び受託に関すること。 
5 公金の出納の総括に関すること。 
6 使用料等の収納対策に関すること。 
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表 4-4 現⾏組織の職務分掌（令和２年３⽉現在）                 (3/7) 
部名 課名 グループ名 事務分掌 

総合戦
略推進
部 

企画政策課 
(塩田庁舎) 

企画政策 1 総合計画に関すること。 
2 施策の企画及び調整に関すること。 
3 施策推進の調査研究に関すること。 
4 政策推進に係る関係各課及び関係機関との総合調整に

関すること。 
5 市町村合併に関すること。 
6 新エネルギーに関すること。 
7 土地開発公社に関すること。 
8 杵藤広域圏組合との連絡調整に関すること。 
9 統計に関すること。 
10 行財政改革の推進に関すること。 
11 行政評価に関すること。 
12 ふるさと応援寄附金に関すること。 
13 定住・移住促進に関すること。 
14 空き家バンクに関すること。 
15 市庁舎のあり方の検討に関すること。 
16 部内の連絡調整に関すること。 

地域活力創造 1 地域振興政策に関すること。 
2 地域コミュニティ活動の推進及び支援に関すること。
3 NPO その他の市民団体の育成及び指導に関すること。 
4 地縁団体の認可及び諸証明等の発行に関すること。 
5 コミュニティセンターに関すること。 
6 結婚支援に関すること。 
7 男女共同参画に関すること。 
8 ユニバーサルデザインの推進に関すること。 

広報・広聴課
(塩田庁舎) 

広報・広聴 1 広報及び広聴に関すること。 
2 市報に関すること。 
3 行政放送に関すること。 
4 報道機関との連絡調整に関すること。 
5 地域情報に関すること。 
6 市民の陳情、意見の受付に関すること。 

情報戦略・IT推
進 

1 情報化の計画及び推進に関すること。 
2 情報システムの管理、運用及び保護に関すること。 
3 杵藤電算センターとの連絡調整に関すること。 

シティプロモー
ション・企業誘
致 

1 シティプロモーションに関すること。 
2 企業誘致に関すること。 
3 工業団地造成に関すること。 
4 企業誘致ビルに関すること。 

新幹線・まち
づくり課 
(嬉野庁舎) 

まちづくり 1 まちづくりに関すること。 
2 都市デザインに関すること。 
3 官民連携に関すること。 
4 医療センター跡地活用に関すること。 

新幹線・地域交
通対策 

1 新幹線の整備推進に関すること。 
2 新幹線開業に伴う関係機関との連絡調整に関すること。
3 交通政策に関すること。 

都市計画・公園 1 都市計画事業に関すること。 
2 都市景観に関すること。 
3 土地利用に関すること。 
4 公園の管理、整備に関すること。(農村公園を除く) 
5 緑化整備に関すること。 
6 土地区画整理事業に関すること。 
7 都市災害に関すること。 
8 都市計画区域内の開発行為に関すること。 
9 建築申請及び工事に関すること。 
10 入札及び契約に関すること。 
11 委託建設工事に関すること。 
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表 4-4 現⾏組織の職務分掌（令和２年３⽉現在）                 (4/7) 
部名 課名 グループ名 事務分掌 

市 民 
福祉部 

市民課 窓口 
(塩田庁舎) 

1 戸籍に関すること。 
2 住民基本台帳に関すること。 
3 印鑑登録に関すること。 
4 埋火葬及び改葬の許可並びに葬祭公園の使用許可に関

すること。 
5 臨時運行の許可に関すること。 
6 軽自動車税の申告及び受付に関すること。 
7 税務、行政証明等の交付及び閲覧に関すること。 
8 国民健康保険の資格得喪に関すること。 
9 旅券発給事務に関すること。 
10 税の収納に関すること。 
11 一般廃棄物指定袋の販売に関すること。 
12 交通災害共済に関すること。 

記録・年金 
(塩田庁舎) 

1 戸籍及び住民基本台帳の事務に係る記録に関すること。
2 印鑑登録事務に係る記録に関すること。 
3 身分事項に関すること。 
4 住民基本台帳ネットワークに関すること。 
5 公的個人認証に関すること。 
6 人口動態調査に関すること。 
7 相続税法(昭和 25年法律第 73号)に基づく税務署への

報告に関すること。 
8 犯罪通知書に関すること。 
9 国民年金に関すること。 

窓口 
(嬉野庁舎) 

1 戸籍に関すること。 
2 住民基本台帳に関すること。 
3 印鑑登録に関すること。 
4 埋火葬及び改葬の許可並びに葬祭公園の使用許可に関

すること。 
5 臨時運行の許可に関すること。 
6 軽自動車税の申告及び受付に関すること。 
7 税務、行政証明等の交付及び閲覧に関すること。 
8 国民健康保険の資格得喪に関すること。 
9 旅券発給事務に関すること。 
10 交通災害共済に関すること。 

記録・年金・ 
吉田出張所 
(嬉野庁舎) 

1 戸籍及び住民基本台帳の事務に係る記録に関すること。
2 印鑑登録事務に係る記録に関すること。 
3 身分事項に関すること。 
4 住民基本台帳ネットワークに関すること。 
5 公的個人認証に関すること。 
6 吉田出張所に関すること。 
7 国民年金に関すること。 

健康づくり課
(塩田庁舎) 

健康増進 1 母子保健に関すること。 
2 精神保健に関すること。 
3 予防接種に関すること。 
4 健康増進に関すること。 
5 感染症の予防に関すること。 
6 食育に関すること。 
7 食品衛生に関すること。 
8 所管に係る施設の管理運営に関すること。 

保険 1 国民健康保険事業の運営に関すること。 
2 後期高齢者医療保険に関すること。 
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表 4-4 現⾏組織の職務分掌（令和２年３⽉現在）                 (5/7) 
部名 課名 グループ名 事務分掌 

市 民 
福祉部 

福祉課 
(嬉野庁舎) 

地域・高齢者 
福祉・介護 

1 福祉行政の総合企画及び調整に関すること。 
2 戦傷病者、戦没者遺族、旧軍人等の援護に関すること。
3 災害援護に関すること。 
4 民生委員及び児童委員に関すること。 
5 社会福祉団体に関すること。 
6 行旅病死亡人に関すること。 
7 高齢者福祉に関すること。 
8 高齢者福祉施設との連絡調整に関すること。 
9 高齢者団体に関すること。 
10 所管に係る施設の管理運営に関すること。 
11 高齢者への虐待に関すること。 
12 社会福祉法人の認可、検査等に関すること。 
13 介護保険に関すること。 
14 地域包括支援センターに関すること。 
15 福祉バスに関すること。 

障がい・母子 
児童・保険 

1 障害者(児)福祉(身体・知的・精神)に関すること。 
2 障害者への虐待に関すること。 
3 障害者医療に関すること。 
4 母子、父子、寡婦及び児童福祉の相談に関すること。
5 保育事業全般に係る申請の処理に関すること。 
6 児童手当及び児童扶養手当に関すること。 
7 ひとり親家庭医療費の助成に関すること。 
8 子育て支援医療費に係る申請の処理に関すること。 
9 放課後児童対策に係る申請の処理に関すること。 
10 母子自立支援に関すること。 
11 社会福祉法人の認可、検査等に関すること。 
12 家庭児童相談に関すること。 
13 子育て支援に関すること。 
14 所管に係る施設の管理運営に関すること。 
15 児童虐待に関すること。 
16 国民健康保険の受付に関すること。 
17 後期高齢者医療保険の受付に関すること。 

保護 1 生活保護に関すること。 
2 生活困窮者の対策に関すること。 
3 ホームレス等の対策に関すること。 
4 社会福祉法人の認可、検査等に関すること。 

子育て未来課
(塩田庁舎) 

母子・児童 1 子ども・子育て支援及び児童福祉の総括に関すること。
2 保育事業全般に関すること。 
3 児童手当及び児童扶養手当に関すること。 
4 医療費助成に関すること。 
5 放課後児童対策に関すること。 
6 母子・父子自立支援に関すること。 
7 家庭児童相談及び要保護対策等に関すること。 
8 所管に係る施設の管理運営に関すること。 
9 部内の連絡調整に関すること。 
10 社会福祉法人の認可、検査等に関すること。 
11 子育て支援センターに関すること。 
12 DV(ドメスティックバイオレンス)に関する対応並び

に関係各課、機関及び団体との連絡調整に関すること。
地域・高齢者福
祉 

1 民生委員及び児童委員に関すること。 
2 戦傷病者及び戦没者遺族の給付金に係る申請処理に関

すること。 
3 障害者福祉(身体・知的・精神)の受付に関すること。
4 高齢者福祉及び介護保険の申請に関すること。 
5 高齢者福祉制度の助成に係る申請の処理に関するこ

と。 
6 生活保護の受付に関すること。 
7 災害援護に関すること。 
8 社会福祉法人の認可、検査等に関すること。 
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表 4-4 現⾏組織の職務分掌（令和２年３⽉現在）                 (6/7) 
部名 課名 グループ名 事務分掌 

 文化・スポー
ツ振興課 
(塩田庁舎) 

文化振興 1 委任規則第 2条第 1号に規定する事務。 
2 所管に係る施設の管理運営に関すること。 

スポーツ振興 1 委任規則第 2条第 3号に規定する事務。 
2 スポーツイベント、合宿等の誘致及び開催に関するこ

と。 
3 公園の使用許可に関すること。 
4 国民スポーツ大会の開催のための関係機関との調整に

関すること。 
5 国民スポーツ大会の開催受け入れに関すること。 

社会教育 1 委任規則第 2条第 2号に規定する事務。 
2 所管に係る施設の管理運営に関すること。 
3 人権及び同和政策に関すること。 

産業振
興部 

農業政策課 農政 
(塩田庁舎) 

1 農政の総合企画及び調整に関すること。 
2 農業の振興及び指導に関すること。 
3 農業団体に関すること。 
4 農業振興地域整備に関すること。 
5 農業後継者に関すること。 
6 農畜産物に関すること。 
7 農業経営基盤の強化及び推進に関すること。 
8 農業委員会に係る連絡調整に関すること。 
9 所管に係る施設の管理運営に関すること。 
10 有害鳥獣対策に関すること。 
11 水産に関すること。 
12 し尿の受付及び納付書に関すること。 
13 愛玩動物に関すること。 
14 水道、下水道に関すること。 
15 部内の連絡調整に関すること。 

うれしの茶 
振興室 
(嬉野庁舎) 

1 うれしの茶の振興及び指導に関すること。 
2 茶関連団体との連絡調整に関すること。 
3 所管に係る施設の管理運営に関すること。 
4 茶業経営改善支援に関すること。 
5 茶の普及、宣伝及び消費拡大に関すること。 

観光商工課 
(嬉野庁舎) 

観光 1 観光行政の総合企画及び調整に関すること。 
2 観光振興に関すること。 
3 観光基盤並びに観光資源の開発及び整備に関するこ

と。 
4 観光宣伝及び観光客誘致に関すること。 
5 観光関係団体の育成及び連絡調整に関すること。 
6 泉源に関すること。 
7 所管に係る施設の維持管理に関すること。 
8 嬉野温泉市街地清掃に関すること。 
9 健康保養地づくりに関すること。 
10 公衆浴場の運営及び管理に関すること。 

商工 1 商工行政の総合企画及び調整に関すること。 
2 商工業の振興に関すること。 
3 商工業団体の育成及び連絡調整に関すること。 
4 新産業の創出及び支援に関すること。 
5 物産の販路拡張及び宣伝に関すること。 
6 計量器に関すること。 
7 消費者行政に関すること。 
8 雇用及び労働に関すること。 
9 誘致企業の育成及び支援に関すること。 
10 中小企業資金に関すること。 

地場産品活性
化・国際戦略 

1 市特産品の流通促進に関すること。 
2 国際的な観光及び産業戦略に関すること。 
3 国際交流及び国際化の推進に関すること。 
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表 4-4 現⾏組織の職務分掌（令和２年３⽉現在）                 (7/7) 
部名 課名 グループ名 事務分掌 

建設部 建設・農林 
整備課 
(嬉野庁舎) 

管理 1 建設行政の総合企画及び調整に関すること。 
2 入札及び契約に関すること。 
3 道路の占有に関すること。 
4 各種台帳の整備に関すること。 
5 法定外公共物に関すること。 
6 所管に係る施設の管理運営に関すること。 
7 土木建築用資機材に関すること。 
8 指名審査委員会に関すること。 
9 部内の連絡調整に関すること。 

建設 1 道路、河川、橋梁等の新設及び維持管理に関すること。
2 土木災害に関すること。 
3 交通安全施設の設置及び管理に関すること。 
4 重点プロジェクト事業の建設推進に関すること。 
5 委託建設工事に関すること。 
6 高速道路に関すること。 
7 ダムに関すること。 

建築・住宅 1 市営住宅の管理及び整備に関すること。 
2 住宅政策に関すること。 
3 耐震化の促進に関すること。 
4 委託建設工事に関すること。 

農林整備 1 農業生産基盤整備に関すること。 
2 農村環境整備に関すること。 
3 農地保全整備に関すること。 
4 工事等の入札及び契約に関すること。 
5 農地及び農業用施設の災害に関すること。 
6 土地改良団体との連絡調整に関すること。 
7 建設行政に係る連絡調整に関すること。 
8 農地及び農業用施設に係る法定外公共物に関すること。
9 林業の振興及び指導に関すること。 
10 林道の整備に関すること。 
11 市有林に関すること。 
12 森林の保全に関すること。 
13 森林及び林業施設の災害に関すること。 
14 治山及び治水に関すること。 
15 林業団体に関すること。 
16 所管に係る施設の管理運営に関すること。 
17 鳥獣保護及び飼養の許可に関すること。 
18 委託建設工事に関すること。 

環境下水道課
(嬉野庁舎) 

環境・廃棄物 1 清掃及び環境美化の推進に関すること。 
2 一般廃棄物の処理に関すること。 
3 ゴミ減量及びリサイクル推進に関すること。 
4 公害防止及び公害の苦情処理に関すること。 
5 愛玩動物に関すること。 
6 浄化槽整備事業に関すること。 
7 衛生害虫の駆除に関すること。 
8 防疫に関すること。 
9 生活環境保全思想の普及及び向上に関すること。 
10 墓地、納骨堂に関すること。 
11 所管に係る施設の管理運営に関すること。 

下水道管理 1 工事等の入札及び契約に関すること。 
2 施設使用料に関すること。 
3 台帳の整備に関すること。 
4 所管に係る施設の管理運営に関すること。 
5 処理施設の維持管理に関すること。 
6 汚水処理の維持管理に関すること。 

下水道工務 1 公共下水道の整備に関すること。 
2 農業集落排水の整備に関すること。 
3 市営浄化槽の整備に関すること。 
4 整備に係る法手続きに関すること。 
5 委託建設工事に関すること。 

水道課 
(嬉野庁舎) 

水道管理 1 水道に関すること。 

水道工務 
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4.3 条例の調査・整理 

 
法適⽤に伴う例規整備にあたり、現⾏の嬉野市条例を調査します。下⽔道事業の法適⽤

に際しては、下⽔道事業関連の例規、公営企業関連の例規が改廃となる可能性があります。
また、⾸⻑部局の例規についても影響を受けて改廃が⽣じる可能性があります。法適⽤に
伴い新規制定が必要な例規も⽣じます。 

改廃、新規制定とする例規は、本計画書の「8.6 条例・規則、規定等の制定及び改廃」
に⽰す⼿順で例規整備⽅針を設定したうえで、対象の洗い出しを⾏います。 

下⽔道事業の全部適⽤を⾏う場合の例規の取扱いにおいては、既存の⽔道事業の条例、
企業管理規程を⼀部改正することで、公営企業部局としての「組織・処務」、「⼈事・給与」、
「財務」の例規をまとめていきます。また、下⽔道事業関係の市⻑部局として規則、告⽰
等は形式上廃⽌し、内容的に同じものであっても、「公営企業部局」としての「企業管理
規程」を新規制定するのが⼀般的です。 

本市の「⽔道事業」は令和２年４⽉から「佐賀⻄部広域⽔道企業団」に合併する予定と
なっています。そのため、嬉野市⽔道事業の設置等に関する条例等の４条例は既に廃⽌し
ていますが、「嬉野市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例」、「嬉野市企業職員の
給与に関する規程」等の廃⽌する想定されます。 

下⽔道事業の全部適⽤を⾏う場合の例規の取扱いにおいては、「⽔道事業例規」の有・
無にかなり依存するものですので、「嬉野市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例」、
「嬉野市企業職員の給与に関する規程」等も廃⽌し、定数条例第２条から「⽔道事業職員 
８⼈」を削ることを想定すると、「公営企業」がない状態で、嬉野市公営企業としての「下
⽔道事業例規」を整備するかたちになりますので、⼀部改正を⾏う例規は少なく、新規制
定を⾏う例規が多くなることが想定されます。 

いずれにしても、例規整備の実施時に、嬉野市⽔道事業例規がどうなっているかにより
対象例規が変わってくるため、嬉野市⽔道事業例規と併せて例規整備⽅針を定めて、例規
を整備してまいります。 

これらを踏まえて、現時点で想定される例規整備件数を洗い出した結果、改正、廃⽌、
新規制定の件数は表 4-5 のとおり想定されます。 

 
表 4-5 現時点で想定される嬉野市下⽔道事業の法適⽤に伴う例規整備件数 

区分 件数 
改  正 32 件 
廃  ⽌ 37 件 
新規制定 20 件 

 
表 4-6 に、現時点で想定される例規の改正、廃⽌、新規制定のリストを⽰します。 
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表 4-6 現時点で想定される嬉野市下⽔道事業の法適⽤に伴う例規整備       （1/4） 

対象例規名  改
正 

廃
⽌ 

新規制定
（令和 2 年 3 ⽉ 31 ⽇までの

⽔道事業例規を参考）
第 2 編 議  会    

嬉野市議会委員会条例(平成 18 年条例第 152 号) ▲  
第 3 編 執⾏機関    
第 1 章 市⻑部局    
第 1 節 組織・処務    

嬉野市部設置条例(平成 23 年条例第 2 号) 〇  
嬉野市⾏政組織規則(平成 18 年規則第 3 号) 〇  

第 2 節 代理・代決等    
嬉野市事務専決及び代決規程(平成 18 年訓令第 4
号) 〇   

第 3 節 ⽂書・公印    
嬉野市公印規程(平成 18 年告⽰第 2 号) 〇  

第 7 節 住  ⺠    
嬉野市住⺠票の職権消除等事務取扱いに関する要
綱(平成 22 年告⽰第 6 号) ▲   

第 9 節 災害対策    
嬉野市災害対策本部規程(平成 18 年訓令第 14 号) ▲  

第 11 節 地域振興    
嬉野市定住促進条例(平成 20 年条例第 19 号) ▲  
嬉野市空き物件情報登録制度「空き家・空き地バ
ンク」設置要綱(平成 24 年告⽰第 75 号) ▲   

第 4 編 ⼈  事    
第 1 章 定数・任⽤    

嬉野市職員定数条例(平成 18 年条例第 26 号) 〇  
第 5 編 給  与    
第 1 章 報酬・費⽤弁償    

嬉野市特別職の職員で⾮常勤のものの報酬及び費
⽤弁償に関する条例(平成 18 年条例第 39 号) ▲   
嬉野市特別職の職員で⾮常勤のものの報酬及び費
⽤弁償に関する条例施⾏規則(平成 18年規則第 27
号) 

▲   

第 6 編 財  務    
第 1 章 通  則    

嬉野市財務規則(平成 18 年規則第 41 号) 〇  
第 2 章 会  計    

嬉野市公⾦取扱⾦融機関事務取扱要領(平成 18 年
訓令第 23 号) 〇   
嬉野市特別会計条例(平成 18 年条例第 50 号) 〇  

第 4 章 契  約   
嬉野市⼊札参加者指名審査委員会規程(平成 20 年
訓令第 16 号) ▲   

第 5 章 財  産   
第 1 節 財産管理   

嬉野市庁⽤⾃動⾞管理規程(平成 18 年訓令第 29
号) ▲   

第 2 節 基  ⾦   
嬉野市下⽔道事業基⾦条例(平成 18 年条例第 79
号) 〇   

〇︓（政策判断等により）改正の可能性あり 
▲︓部署名の変更等があれば軽微な改正の可能性あり 
●︓（政策判断等により）廃⽌の可能性あり 
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表 4-6 現時点で想定される嬉野市下⽔道事業の法適⽤に伴う例規整備       （2/4） 

対象例規名  改
正 

廃
⽌ 

新規制定
（令和 2 年 3 ⽉ 31 ⽇までの

⽔道事業例規を参考）
第 5 章 ⽂化財   

嬉野市伝統的建造物群保存地区保存条例(平成 18
年条例第 94 号) ▲   
嬉野市伝統的建造物群保存地区保存条例施⾏規則
(平成 18 年教育委員会規則第 30 号) ▲   

第 8 編 厚  ⽣   
第 4 章 衛  ⽣   
第 1 節 保健衛⽣   

嬉野市し尿汲取・下⽔道料⾦等収納嘱託員設置に
関する要綱(平成 22 年告⽰第 68 号) 〇   
嬉野市営浄化槽条例(平成 26 年条例第 31 号) 〇 
嬉野市営浄化槽条例施⾏規則(平成 27 年規則第 3
号) 〇   
嬉野市営浄化槽事業従事職員証の交付に関する取
扱基準(平成 27 年告⽰第 35 号) 〇   

第 2 章 農林⽔産   
第 3 節 畜  産   

嬉野市特定家畜伝染病防疫対策本部設置要綱(平
成 30 年告⽰第 12 号) ▲   

第 10 編 建  設   
第 3 章 下⽔道   

嬉野市下⽔道審議会条例(平成 23 年条例第 1 号) ▲ 
嬉野市下⽔道条例(平成 18 年条例第 137 号) 〇 
嬉野市下⽔道条例施⾏規則(平成 20 年規則第 10
号)   ● 企業管理規程として新規制定

※嬉野市下⽔道条例施⾏規程
嬉野市下⽔道排⽔設備指定⼯事事業者規則(平成
18 年規則第 114 号)   ● 

企業管理規程として新規制定
※嬉野市下⽔道排⽔設備指定

⼯事事業者規程

嬉野市下⽔道排⽔設備指定⼯事事業者等審査委員
会規程(平成 26 年訓令第 13 号)   ● 

企業管理規程として新規制定
※嬉野市下⽔道排⽔設備指定

⼯事事業者等審査委員会規
程 

嬉野市ゆうゆう⽔洗化貯⾦奨励⾦交付規則(平成
18 年規則第 115 号)   ● 廃⽌せず、市⻑部局に残す事

も想定される。
嬉野市農業集落排⽔処理施設条例(平成 18 年条例
第 138 号) 〇   
嬉野市農業集落排⽔処理施設条例施⾏規則(平成
18 年規則第 116 号)   ● 

企業管理規程として新規制定
※嬉野市農業集落排⽔処理施

設条例施⾏規程
嬉野市資源循環施設汚泥堆肥取扱要綱(平成 29 年
告⽰第 94 号)   ● 

企業管理規程として新規制定
※嬉野市資源循環施設汚泥堆

肥取扱規程

嬉野市農業集落排⽔処理施設使⽤料の減免に関す
る取扱要綱(平成 26 年告⽰第 13 号)   ● 

企業管理規程として新規制定
※嬉野市農業集落排⽔処理施

設使⽤料の減免に関する取
扱規程 

嬉野市農業集落排⽔処理施設事業分担⾦徴収条例
(平成 18 年条例第 139 号) 〇   

〇︓（政策判断等により）改正の可能性あり 
▲︓部署名の変更等があれば軽微な改正の可能性あり 
●︓（政策判断等により）廃⽌の可能性あり 
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表 4-6 現時点で想定される嬉野市下⽔道事業の法適⽤に伴う例規整備       （3/4） 

対象例規名  改
正 

廃
⽌ 

新規制定
（令和 2 年 3 ⽉ 31 ⽇までの

⽔道事業例規を参考）

嬉野市農業集落排⽔処理施設事業分担⾦徴収条例
施⾏規則(平成 18 年規則第 117 号)   ● 

企業管理規程として新規制定
※嬉野市農業集落排⽔処理施

設事業分担⾦徴収条例施⾏
規程 

第 4 章 ⼟  ⽊   
嬉野市法定外公共物の管理に関する条例(平成 18
年条例第 141 号) ▲    

第 6 章 住  宅   
嬉野市営住宅条例(平成 18 年条例第 142 号) ▲   
嬉野市特定公共賃貸住宅管理条例(平成 18 年条例
第 162 号) ▲    

第 11 編 公営企業     
第 1 章 組織・処務     

嬉野市⽔道事業の設置等に関する条例(平成 18 年
条例第 144 号)   ● 嬉野市下⽔道事業の設置等に

関する条例 
嬉野市⽔道事業管理規程(平成 18 年企業管理規程
第 1 号)   ● 嬉野市下⽔道事業管理規程 

嬉野市⽔道事業管理者が管理する公⽂書の公開等
に関する規程(平成 27 年企業管理規程第 1 号)   ● 

嬉野市下⽔道事業管理者が管
理する公⽂書の公開等に関す
る規程 

嬉野市⽔道審議会条例(平成 18 年条例第 166 号)   ● -
嬉野市⽔道事業布設⼯事監督者の配置基準及び資
格基準並びに⽔道技術管理者の資格基準に関する
条例(平成 25 年条例第 10 号)

  ● - 

嬉野市簡易専⽤⽔道取扱要領(平成 25 年企業管理
告⽰第 1 号)   ● - 
嬉野市⼩規模⽔道条例(平成 25 年条例第 11 号)   ● -
嬉野市⼩規模⽔道条例施⾏規則(平成 25 年規則第
10 号)   ● - 

第 2 章 ⼈事・給与     
嬉野市⽔道事業職員のうち、地⽅公営企業法第３
９条第２項の規定に基づき市⻑が定める職に関す
る規則(平成 18 年規則第 125 号) 

  ● 
嬉野市下⽔道事業職員のう
ち、地⽅公営企業法第３９条
第２項の規定に基づき市⻑が
定める職に関する規則

嬉野市⽔道事業職員のうち、任免についてあらか
じめ市⻑の同意を必要とする職員を定める規則
(平成 18 年規則第 126 号) 

  ● 
嬉野市下⽔道事業職員のう
ち、任免についてあらかじめ
市⻑の同意を必要とする職員
を定める規則

嬉野市⽔道料⾦等収納嘱託員設置に関する規程
(平成 18 年企業管理規程第 3 号)   ● - 
嬉野市⽔道企業職員就業規程(平成 18 年企業管理
規程第 4 号)   ● 嬉野市下⽔道企業職員就業規

程 
嬉野市企業職員の給与の種類及び基準に関する条
例(平成 18 年条例第 146 号)   ● 嬉野市企業職員の給与の種類

及び基準に関する条例
嬉野市企業職員の給与に関する規程(平成 18 年企
業管理規程第 5 号)   ● 嬉野市企業職員の給与に関す

る規程 
嬉野市企業職員の旅費に関する規程(平成 18 年企
業管理規程第 6 号)   ● 嬉野市企業職員の旅費に関す

る規程 
嬉野市の任期付企業職員の採⽤及び給与の特例に
関する規程(平成 19 年企業管理規程第 3 号)   ● 

嬉野市の任期付企業職員の採
⽤及び給与の特例に関する規
程 

〇︓（政策判断等により）改正の可能性あり 
▲︓部署名の変更等があれば軽微な改正の可能性あり 
●︓（政策判断等により）廃⽌の可能性あり 
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表 4-6 現時点で想定される嬉野市下⽔道事業の法適⽤に伴う例規整備       （4/4） 

対象例規名  改
正 

廃
⽌ 

新規制定
（令和 2 年 3 ⽉ 31 ⽇までの

⽔道事業例規を参考）
第 3 章 財  務     

嬉野市⽔道事業会計規程(平成 18 年企業管理規程
第 7 号)   ● 嬉野市下⽔道事業会計規程 
嬉野市⽔道事業資⾦管理及び運⽤に関する規程
(平成 18 年企業管理規程第 8 号)   ● - 

嬉野市⽔道事業の事務の⼀部を企業出納員に委任
する規程(平成 18 年企業管理規程第 9 号)    

嬉野市下⽔道事業の事務の⼀
部を企業出納員に委任する規
程 

嬉野市⽔道事業の料⾦収納事務の委託に関する規
程(平成 22 年企業管理規程第 3 号)   ● - 
嬉野市⽔道事業の検針事務の委託に関する規程
(平成 18 年企業管理規程第 11 号)   ● - 

第 4 章 給  ⽔     
嬉野市⽔道事業給⽔条例(平成 18 年条例第 147
号)   ● - 
嬉野市⽔道事業給⽔条例施⾏規程(平成 18 年企業
管理規程第 12 号)   ● - 
嬉野市⽔道事業指定給⽔装置⼯事事業者規程(平
成 18 年企業管理規程第 13 号)   ● - 
嬉野市⽔道事業給⽔装置の構造等の基準に関する
規程(平成 18 年企業管理規程第 14 号)   ● - 
嬉野市⽔道加⼊⾦事務取扱要領(平成 18 年企業管
理告⽰第 1 号)   ● - 
嬉野市⽔道料⾦の減免に関する基準(平成 18 年企
業管理告⽰第 2 号)   ● - 
嬉野市⽔道事業給⽔停⽌に関する規程(平成 18 年
企業管理規程第 15 号)   ● - 
嬉野市⽔道閉栓キャップ取扱要領(平成 18 年企業
管理告⽰第 3 号)   ● - 
嬉野市⽔道事業⽔道施設の損害補償に関する規程
(平成 18 年企業管理規程第 16 号)   ● - 

〇︓（政策判断等により）改正の可能性あり 
▲︓部署名の変更等があれば軽微な改正の可能性あり 
●︓（政策判断等により）廃⽌の可能性あり 
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4.4 法適用に伴う課題の抽出と整理 

 
（1）⼀般的な課題 

下⽔道事業の法適⽤にあたり、発⽣する⼀般的な課題を以下に整理します。 
 
1）移⾏準備時 

①資産調査・評価の対象となる資産が膨⼤であり、且つ事業開始から⻑い期間が経過
していることから、基礎資料の紛失・⽋損等があり、資産調査・評価作業に膨⼤な
期間と費⽤が必要となる。 

②①の要因から⼗分な移⾏準備期間が確保できない場合、法適化移⾏期⽇の延伸が必
要となる恐れがある。 

③下⽔道事業に係る職員は、企業会計⽅式に不慣れであり、必要な知識・技能をほと
んど有していないことから、下⽔道事業職員単独で法適⽤を⾏う場合、⽔道事業職
員の⽀援を受ける等、⼗分な知識・技能を有した⼈員・体制を確保する必要がある。 

④移⾏事務において、関係部局と多岐に渡る調整が必要となるため、関係部局へ事前
に法適化スケジュールを連絡・周知し、関係部局からの協⼒体制を構築する必要が
ある。 

⑤移⾏前年度は、各種移⾏事務⼿続きが集中し、かつ出納整理期間が存在しない打ち
切り決算となる。そのため、移⾏前年度の発注⼯事・委託等は、必要最⼩限に留め、
契約⼯期を 12 ⽉に設定する等、打ち切り決算の作業スケジュールに配慮する必要
がある。 

⑥移⾏前年度の予算を編成する際、⾦融機関へ法適化に伴うシステム変更について事
前協議を実施し、⾦融機関のシステム改修費が発⽣しないか確認し、発⽣する場合
は予算計上する必要がある。 

⑦⼀般会計部局と共通経費（庁舎使⽤料、回線使⽤料、備品購⼊費等）の負担区分ル
ールを明確化する必要がある。 

 
2）法適⽤後の課題 

①簿記⽅式が単式簿記から複式簿記に変更となるため、複式簿記の知識・ノウハウが
必要となる。 

②決算整理の際、当該年度の固定資産の評価作業が必要となる。 
③出納整理期間が無く、決算整理期間も 2 ヶ⽉間に短縮されており、決算整理を⾏う

期間が短い。 
④法適⽤以前は会計管理者が実施していた会計・出納事務を⾏う必要がある。 
⑤法適⽤以前は実施していなかった例⽉出納監査を毎⽉受ける必要がある。 
⑥決算報告以外に少なくとも 1 回以上（決算報告を含み、毎事業年度少なくとも 2 回

以上）は、事業概要や経理状況等の業務状況の報告を当該地⽅公共団体の⻑に⾏う
必要がある。 
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⑦予算・決算書類および例⽉出納監査書類等の様式について、他事業との整合を図る
必要がある。 

⑧法適⽤以前は会計管理者の⽅で⾏われていた資⾦管理を、下⽔道公営企業会計とし
て⼝座を設け、資⾦管理、資⾦繰りを⾏う必要がある。 
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（2）本市下⽔道事業の法適⽤における課題 
前項で⽰した⼀般的な課題に加え、本市下⽔道事業の法適⽤において発⽣が想定される

課題と、現時点で想定される対策を以下に整理します。 
 

表 4-7 本市下⽔道事業の法適⽤における課題と対策（案） 
 法適⽤に伴う課題 対策（案）

固
定
資
産
調
査
及
び
評
価 

⼯事図書の保管場所が嬉野浄化センター、
農業集落排⽔４地区に分散しており、⼀
部、⼯事図書の紛失も想定される。 

○図書保管場所で⼯事図書の現物確認
を実施し、⼯事毎の資料紛失・⽋落状
況を正確に把握する。 

○⼯事リストを作成し決算説明書と突
合せ確認を⾏い、全ての⼯事を遺漏無
く把握・リスト化する。

汚⽔処理整備が概成しておらず、法適⽤前
年度も⼀定の建設改良⼯事が想定される。
法適⽤前年度の取得資産は⾒込み額での
整理となり、法適⽤前年度末の対応が繁忙
となる。 

〇法適⽤前年度の⼯事（及び委託等）の
⼯期を極⼒法適⽤の数カ⽉前に設定
し、⼯事価格を早期に確定する。 

〇法適⽤前年度の⼯事台帳は、固定資産
の⾒込み価額を算定しやすい情報を
記録し、早めに整理しておく。

移
⾏
事
務
お
よ
び
法
適
⽤
後
の
経
営 

会計システムは杵藤電算センターの既存
システムへ下⽔道事業を追加する予定と
しており、関係者との調整が重要。 

〇杵藤電算センター、既存システム利⽤
部・課、会計システム導⼊業者との協
議を⼗分に⾏い、効率的なシステム移
⾏ならびに法適⽤後の効率的なシス
テム運⽤を可能とする。

３事業の下⽔道使⽤料が統⼀されていな
いことから、利⽤者の不公平感が⽣じる可
能性がある。また、使⽤料体系が異なるこ
とから法適⽤後はセグメント情報を開⽰
する必要性が⾼い。

〇下⽔道使⽤料体系の統⼀を進める。 
〇法適⽤までに使⽤料体系を統⼀でき

る場合は会計規程にセグメントに関
する事項を設けず、３事業で総括的に
財務管理を⾏うことを検討する。

⽔道部局は令和２年度中に佐賀⻄部広域
⽔道企業団に合併する予定であり、法適⽤
後は環境下⽔道課の単独組織として下⽔
道事業運営を⾏う⾒通し。

〇職員研修等により環境下⽔道課職員
の企業会計のノウハウ習得、経営意識
の向上を図る。 
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５．法適用基本方針 

 

嬉野市下⽔道事業の法適⽤基本⽅針を表 5-1 に⽰します。 
 

 表 5-1 嬉野市下⽔道事業 法適⽤基本⽅針 
区 分 法適⽤の概要 

(1)法の適⽤時期 令和４年４⽉１⽇ 

(2)法適⽤対象事業 
・公共下⽔道事業 
・農業集落排⽔事業 
・特定地域⽣活排⽔処理事業 

(3)法の適⽤範囲 全部適⽤ 

(4)管理者設置の有無 設置しない（市⻑が管理者を兼務） 

(5)法適⽤後の組織体制 「建設部環境下⽔道課」として下⽔道単独組織での運営 
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(1)法の適⽤時期 
 
令和４年４⽉１⽇

 
「公営企業会計の適⽤の更なる推進について（平成 31 年 1 ⽉ 25 ⽇付総務⼤⾂通知）」

では、令和５年度末までを拡⼤集中取組期間とする公営企業会計の適⽤拡⼤に向けた新た
なロードマップが⽰され、⼈⼝３万⼈未満の下⽔道（公共、集排、浄化槽 等）は令和５
年度末までに地⽅公営企業への移⾏（地⽅公営企業法の適⽤）を⾏うことが要請されてい
ます。 

 

 
図 5-1 公営企業会計の適⽤拡⼤に向けた新たなロードマップ 

「公営企業会計の適⽤の更なる推進について（平成 31 年 1 ⽉ 25 ⽇付総務⼤⾂通知）」関連 

出典︓公営企業会計の適⽤の推進︓総務省 

 

本市下⽔道事業は、既に法適⽤の検討を進めており、令和２年２⽉より法適⽤に本格的
に着⼿していることから、準備期間を２ヵ年確保し、法適⽤の時期は令和４年４⽉１⽇と
します。 
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(2)法適⽤の対象事業 
 

・公共下⽔道事業 
・農業集落排⽔事業 
・特定地域⽣活排⽔処理事業
 
嬉野市の下⽔道は、公共下⽔道事業、農業集落排⽔事業、特定地域⽣活排⽔処理事業の

３事業を運営しています。先に⽰した「公営企業会計の適⽤の更なる推進について（平成
31 年 1 ⽉ 25 ⽇付総務⼤⾂通知）」では、これら全ての事業が令和５年度末までの法適⽤
を要請する事業の対象となっています。 
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(3)法の適⽤範囲 
 
全部適⽤ 

 
地⽅公営企業法は、地⽅⾃治法、地⽅財政法および地⽅公務員法の特別法であり、地⽅

公共団体が経営する企業に同法が適⽤される場合は、組織について原則として管理者を設
置し、財務については発⽣主義に基づく企業会計⽅式による経理と管理者による出納等が
⾏われます。 

地⽅公営企業法は、主に「第 2 章 組織」、「第 3 章 財務」、「第 4 章 職員の⾝分取扱」
の各規定で構成され、このうち「第 3 章 財務」に限定した特例を適⽤するのが「⼀部適
⽤」、全ての特例を適⽤するのが「全部適⽤」と称されています。 

表 5-2 に⽰すとおり、⽔道事業等は全部適⽤が、病院事業は⼀部適⽤が義務付けられて
いますが、下⽔道事業は「その他の事業」に区分される「任意適⽤事業」であり、適⽤範
囲も任意です。 

このため、下⽔道事業の法適⽤にあたっては、本市の状況に応じて適⽤範囲を検討しま
す。端的に企業会計の運⽤によるメリットを早期に発揮することが⽬的であれば「⼀部適
⽤」が、より踏み込んだ合理的・機動的な独⽴した企業組織の構築を⽬指す場合は「全部
適⽤」が優位といえます。 

本市下⽔道事業においては、より踏み込んだ合理的・機動的な独⽴した企業組織の構築
を⽬指すこととし、また、本市上⽔道事業が全部適⽤であることとの整合性も踏まえ、法
適⽤範囲は全部適⽤とします。 
 

表 5-2 地⽅公営企業法に定める対象事業と適⽤範囲 
事業の種類 当然適⽤ 任意適⽤

⽔道事業（簡易⽔道の除く） 
⼯業⽤⽔道事業 
軌道事業 
⾃動⾞運送事業 
鉄道事業 
電気事業 
ガス事業 

規定の全部  

病院事業 財務規定等 財務規定等を除く規定
その他の事業 
（主としてその経費を当該事
業の経営に伴う収⼊をもって
充てる事業） 

 
規定全部もしくは 

財務規定等 
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表 5-3 全部適⽤と⼀部適⽤の⽐較 
項⽬ 全部適⽤ ⼀部適⽤

適⽤条項 地⽅公営企業法の総則、雑則及び下記の
条項に準じる。 
◆組織（第 2 章 7〜16 条） 
◆財務（第 3 章 17〜35 条） 
◆職員（第 4 章 36 条〜第 5 章 39 条の 3） 

地⽅公営企業法の総則、雑則及び下記の
条項に準じる。 
◆財務（第 3 章 17〜35 条） 
 

財務規定 公営企業の経理⼿法による 公営企業の経理⼿法による
組織体制 ◆専任の企業管理者を置く 

（置かないのも条例で可、その場合は、
⾃治体の⻑が管理者） 

◆独⽴性の⾼い組織になる 
◆企業管理者は、予算案の作成、決算の

調製、職員⼈事、契約等の権限を有す
る。 

◆⼀部の権限は⾃治体の⻑に留保される 

◆管理者の権限は⾃治体の⻑が⾏う。 

職 員 の ⾝
分 

◆企業職員として地⽅公営企業法、地⽅
公営企業労働関連法の適⽤を受ける。 

◆労働組合法、最低賃⾦法、労働基準法
の⼀部が適⽤対象となる。 

◆政治的⾏為の制限がない。

◆⼀般⾏政職員と同様に地⽅公務員法の
適⽤を受ける。 

◆政治的⾏為の制限がある。 

経営上の 
特徴 

◆議会の関与や⻑の指揮監督を最⼩限に
とどめ、企業⾃らの判断と責任におい
て機動的な経営が可能となる。 

◆財務規定の適⽤により、経理内容が明
確となる。 

◆組織的には⼀般⾏政の⼀部であり、責
任および権限は限られる。
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表 5-4 下⽔道事業の適⽤範囲⽐較表 
現⾏⽅式
⾮適⽤ ⼀部適⽤ 全部適⽤ ⼀部適⽤ 全部適⽤

経営状況の明
確化

特別会計
（現⾦主義）

企業会計
（発⽣主義）

同左 同左 同左

使⽤料原価の
明確化

資⾦ベース
期間損益
原価算出

同左 同左 同左

事業管理者 市⻑ 市⻑ 管理者 市⻑・管理者 管理者

組織⾯ 市⻑部局
市⻑部局で
⼀体的な
組織体制

上下⽔道で
別企業による

⾮効率

変則的な指揮
命令系統

上下⽔道で
⼀体的な
企業運営

移⾏期間 － 短 ⻑ 中 ⻑

移⾏経費 － ⼩ ⼤ 中 中

運⽤経費 － ⼩ ⼤ 中 ⼩

国の
⽅針・⽅向性

なし
法適⽤化

推進
同左 同左 同左

世代間負担の
平準化

起債
（30年償還）

減価償却費
（耐⽤年数）

同左 同左 同左

市⺠の理解
全国及び近隣

都市⽐較
処理原価
の算出

同左 同左 同左

項⽬
下⽔道事業単独 上下⽔道事業統合
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(4)管理者設置の有無 
 

設置しない（市⻑が管理者を兼務） 

 
・「第４章 基礎調査」で整理したとおり、事業規模が⼤きく独⽴した企業としての運営

が望ましい企業を除いては、管理者⾮設置としているケースが多くなっています。 
・嬉野市の上⽔道事業は管理者⾮設置としています。 
・これらを勘案し、嬉野市下⽔道事業は管理者を設置しない（市⻑が管理者を兼務）とし

ます。 
 

表 5-5 全部適⽤と⼀部適⽤の事務執⾏体制の相違点 
項 ⽬ 全部適⽤ ⼀部適⽤

事務体制 

管理者設置 管理者⾮設置 
会計管理者に 

事務委任しない 
会計管理者に 
事務委任する

⾸   ⻑ ⾸   ⻑ ⾸   ⻑ ⾸   ⻑
管 理 者   
企業出納員 企業出納員 企業出納員 出 納 員

出納及び 
会計事務 

企業出納員 企業出納員 企業出納員 会計管理者 

予算調製 
管理者が原案作成

⾸⻑が調製
⾸⻑が調製 ⾸⻑が調製 ⾸⻑が調製 

決算調製 管理者が調製 ⾸⻑が調製 ⾸⻑が調製 会計管理者が調製
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(5)適⽤後の組織体制 
 

「建設部環境下⽔道課」として下⽔道単独組織での運営 

 
・上下⽔道の組織統合は、市⺠サービスの向上、良好な⽔循環環境形成の推進、維持管

理・防災・事業継続の体制強化、業務の効率化・コスト縮減のメリットが発揮されま
す。ただし、組織統合に際しては職員の負担増⼤等のデメリットが⽣じることもあり
ます。 

・本市は、平成27年度〜28年度に⽔道部局と課の統合を⾏いましたが（会計は別会計）、
⽔道部局は令和２年度中に佐賀⻄部広域⽔道企業団に合併する予定であることから、
下⽔道単独組織での運営とします。 

 
 

【参考】上下⽔道同⼀組織のメリット 
市⺠サービスの向上
・料⾦納付、申請、届出等の利⽤者サービスに統⼀組織によりワンストップで対応でき、市⺠

の利便性が向上する。 
・指揮命令系統の統⼀により、市⺠からの要望に対し、迅速な意思決定、対応が実施でき、市

⺠サービスが向上する。
良好な⽔循環環境形成の推進
・指揮命令系統の統⼀により、上下⽔道を包括的に捉えた施策を円滑に意思決定し、即効性の

あるアクションにつなげられる。 
・⼀貫性のある施策のもと事業を⼀体的に進め、本市の良好な⽔循環環境の形成を推進できる。
維持管理・防災・事業継続の体制強化 
・技術・情報の共有化、⼈的リソースの柔軟な配置により、維持管理、防災、事業継続等の機

動的な対応が可能。
業務の効率化・コスト縮減
・管理部⾨業務の⼀元化、財務会計システムの⼀元化により、共通経費の削減が図られる。
・組織スリム化、技術職員の集中により、上下⽔道間業務調整の効率化が図られる。 
・上下⽔道で類似性のある⼊札、契約等の経理事務や⽂書管理事務を同⼀組織内で進める

ことで、業務の効率化が図られる。 
・職員の⾝分、企業職の統⼀化により、組織体制の明確化並びに⼈員配置の柔軟化が図ら

れる。 
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６．法適用の流れ 

 
本市下⽔道事業の法適⽤の流れを、図 6-1 に⽰します。 
 

固定資産
調査及び評価

既存企業会計
システム移行

システム関連調査

他システム連携検討

既存システム
連携検討

および移行準備

（本稼働）

資料収集・ヒアリング

固定資産台帳の作成

移行事務

予算科目・勘定科目
の設定

打ち切り決算の支援

条例、規則、規程等の
制定及び改廃

予定開始貸借対照表
作成支援

関
係
部
局
と
の
調
整
（
関
係
部
局
調
整
事
項
リ
ス
ト
、
関
係
部
局
調
整
連
絡
会
議
）

職
員
研
修
（
基
礎
編
）

令和４年４月 地方公営企業法適用

基本方針策定

他都市の
事例調査

他部局との
関連調査

条例の
調査・整理

移行に伴う課題の抽出と整理

嬉野市下水道事業公営企業法適化基本方針の策定

決算書の整理
工事関連情報
の整理

受贈資産、除却資産、不明資産の
調査及び整理

固定資産システム登録データ作成

移行業務計画書の作成

その他支援

減価償却費の算定（概算）

移行計画（スケジュール）の策定

財源情報の整理
間接費、付帯経費
の整理配賦

固定資産評価マニュアルの作成

固定資産管理図の作成

固定資産評価

法適用年度の
予算調製の支援

公
認
会
計
士
等
の
指
導
・
助
言

固定資産調査及び整理

職
員
研
修
（
会
計
編
）

簡易手法による資産評価

職
員
研
修
（
経
営
編
）

中長期経営戦略
（暫定版）の策定

中長期経営戦略
（確定版）の策定

標準・詳細手法

 
図 6-1 嬉野市下⽔道事業 法適⽤フロー 
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７．固定資産の調査及び評価 

 

7.1 固定資産の調査及び評価の概要 

 
(1)固定資産調査・評価の意義 

地公企法第 20 条第２項では、法適⽤する企業や既に法適⽤している企業は、必ず資産
を⼀定の評価基準に沿って整理し、その価値を明確にしなければならないと規定されてい
ます。 

そのため、今まで下⽔道事業に投下されてきた資⾦が、有形・無形の財産としてどのよ
うな価値を持つ状態で存在し、運⽤されているかを明らかにするため、資産の調査・評価
を⾏う必要があります。 
 
(2)資産の分類 

⼀般的に資産は、「固定資産」、「流動資産」、「繰延資産」の３つに分類されます。「固定
資産」と「流動資産」の区分は、１年という期間を設定して、その期間内に換⾦できる資
産を「流動資産」、そうでない資産を「固定資産」とし、これを⼀般的に「ワン・イヤー・
ルール」と⾔います。 

これら資産の内、法適⽤における資産調査対象は、「有形固定資産」、法律上の権利等を
⽰す「無形固定資産」および「投資」を含めた「固定資産」が対象となります。 
  

 

図 7-1 資産の分類 
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下⽔道事業の「固定資産」となる施設等の概要を表 7-1 に⽰します。 
 
表 7-1 下⽔道事業の固定資産となる施設等の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説　　　明

土地 事務所、施設用等のための用地等

事務所用地 庁舎等専ら事務所のために用いる用地

施設用地 管路、中継ポンプ場、処理場用地等施設のために用いる用地

その他用地 倉庫等上記以外の用地

建物 事務所、施設用等の建物であり、建物に付属する電気、冷暖房、換気等の設備を含む

事務所用建物 庁舎等専ら事務所の用に供されている建物

施設用建物 ポンプ場、処理場等の施設用建物

その他建物 倉庫等上記以外の用に供されている建物

構築物 下水管路等土地に定着する土木施設及び工作物

管路施設 排水用の管路、人孔、ます等の施設

ポンプ場施設 下水をポンプにより揚水又は圧送するための施設

処理場施設 下水処理のための施設

その他構築物 上記以外の構築物

機械及び装置 下水の排水、処理等の作業用の機械及び装置

電気設備 下水設備の受配電設備、変圧器設備等

ポンプ設備 ポンプ設備等

処理機械設備 下水の処理に要する設備等

その他機械装置 上記以外の機械及び装置

車両運搬具 自動車、車両及びその他陸上運搬具

工具、器具及び備品

リース資産 リース契約の内容によってリース資産計上対象となったもの

建設仮勘定 資産の取得を行ったが、未完成等により当該資産が供用されない場合など

その他有形固定資産 上記以外の有形固定資産

借地権 土地の上に設定された民法第601条に規定する権利

地上権 民法第265条、269条の２に規定する権利

施設利用権 電気供給施設利用権、ガス供給施設利用権等

電話加入権 電話加入に係る設備負担金、加入料及び装置料

特許権 特許法第29条に規定する権利

その他無形固定資産 上記以外の無形固定資産

水洗便所改造資金貸付金 水洗便所改造及び宅地内排水設備工事費に対する長期貸付金

出資金 外郭団体その他に出資した資金等

基金 基金設置条例に基づき、特定預金等の形態で保有するもの

その他資産 上記以外の投資

注) 有形固定資産とは、営業の用に供する目的をもって所有する資産で、土地、建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、耐用年数１年以上

　　かつ取得価格10万円以上の工具、器具及び備品等をいう。

注) 無有形固定資産とは、有償で取得した借地権及び地上権等をいい、有償で取得したものに限る。

注）投資とは、長期的な投資に該当するもの等をいう。

投
資
そ
の
他
資
産

流域下水道施設利用権

機械及び装置の付属設備に含まれない工具、器具及び備品で、耐用年数１年以上かつ
取得価額10万円以上のもの

区　　分

有
形
固
定
資
産

流域下水道建設に伴う費用を負担し、その施設を利用して公共下水道の排水を処理する
こができる権利

無
形
固
定
資
産
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7.2 固定資産調査及び評価の流れ 

 
 本市下⽔道事業の固定資産調査及び評価は、図 7-2 のフローに沿って実施します。下⽔
道事業経営戦略、法適⽤後の企業会計システム、台帳管理システムにおける固定資産デー
タ活⽤も踏まえ、必要なデータ整理項⽬の設定や、固定資産評価額（暫定、確定）の算定
スケジュールを、関連業務と調整しながら進めます。 
 

基礎資料収集

工事図書現地調査

建設改良費抽出

間接費、財源、
付帯経費の配賦

工事リスト整理

資産評価
【簡易手法】

必要図書の集約

資産管理図作成

不明・受贈資産明確化

、資料再調査

資産管理図補正

資産整理

不明・受贈資産整理

システム登録
データ作成

照合・
調整簡

易
整
理
手
法

標
準
・
詳
細
整
理
手
法

工事図書ｽｷｬﾆﾝｸﾞ

除却資産整理

決算情報整理

資産管理図補正

資産評価
【標準・詳細手法】

企業会計
システム

経営戦略
（最終版）

経営戦略
（素 案）反映

台帳管理
システム

《経営戦略》

反映 資産管理図

工事図書
ｽｷｬﾝﾃﾞｰﾀ

施設データ資産データ

システム登録
データ作成

 

図 7-2 固定資産調査及び評価 フロー 
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7.3 固定資産調査及び評価手法 

 
本市下⽔道事業の資産調査⼿法は次のとおりとします。 
 
表 7-2 嬉野市下⽔道事業 資産調査⼿法 

資産区分 資産調査⼿法
管路 標準整理⼿法 
処理場・ポンプ場の機械設備、電気設備 詳細整理⼿法 
 
本市下⽔道事業の固定資産調査及び評価の詳細な⼿法は、「嬉野市下⽔道事業等資産調

査及び評価要領」に整理します。 
 

 

7.4 固定資産評価 

（１）固定資産評価の考え⽅ 
法適⽤時点の固定資産の評価額（帳簿簿価）は、法適⽤直前⽇までの減価償却累計額を

取得価額（帳簿原価）から差し引き、その残⾼が新取得価額（新帳簿原価）として算出し
ます。 

このように、法適⽤時点において、資産を新たに取得したとみなして、開始貸借対照表
を作成することから、法適⽤時点の「減価償却累計額＝０円」となります。 

なお、新取得価額を算定する際の減価償却計算については、特に規程は存在しませんが、
補助⾦等に係らず資産価値は経過年数分下落していると考え、補助⾦等を含めた帳簿原価
を償却する必要があります。 

 
（２）減価償却の概念 

減価償却とは、建物、構築物、機械器具、⾞両運搬具等、時の経過等によってその価値
が減少する資産について、その取得に要した⾦額を⼀定の⽅法によって「各事業年度の費
⽤として配分」することであり、期間損益計算のための費⽤を算定することでもあります。 

 
 
 
 
 
 
 

 

図 7-3 減価償却のイメージ 
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（３）減価償却の計算要素 

減価償却費を算定するには以下の４つの要素が必要となります。 
 
表 7-3 減価償却の計算要素 

計算要素 内容 関連法規
資産の原価

⼜は未償却残⾼
⼀般に取得原価をもって帳簿価額とする。 則第 8 条第 1 項

耐⽤年数 

①通常
有形固定資産︓則別表第 2 号 
無形固定資産︓則別表第 3 号 

則第 14、15 条

②上記に定めない耐⽤年数 
減価償却資産の耐⽤年数等に関する省令（昭和
40 年⼤蔵省令等第 15 号）の別表１、２に規定
する耐⽤年数によることとされている。 

則別表第 2 号注 4
則別表第 3 号注 

③特別な理由により別に耐⽤年数を定めたい場合 
当該固定資産の使⽤可能期間をもって耐⽤年数
とすることができる。 

則第 15 条第 4 項
則第 16 条第 3 項

残存価額 有形固定資産︓⼀律 10％ 
無形固定資産︓0％

則第 15 条第 1 項
則第 16 条第 1 項

償却限度額 

有形固定資産︓95/100 
無形固定資産︓100/100 
※但し、帳簿価額が帳簿原価の 5/100 に達した鉄

筋コンクリート造等の建物及び構築物について
は、1 円まで減価償却可能とされている。 

則第 15 条第 3 項

出典︓下⽔道事業における企業会計導⼊の⼿引き（移⾏対応版）－2015 年版－ 

※則︓地⽅公営企業法施⾏規則 

 
①資産の原価 
 減価償却計算の基準となるもので、⼀般的に取得原価⼜は出資した⾦額をもって帳簿
価額とします。なお、帳簿価額は、帳簿原価から既に⾏った減価償却累計額を控除した
額を⽰します。 
 
②耐⽤年数 
 固定資産の耐⽤年数は、地公企法則別表第２号及び第３号、「地⽅公営企業法の適⽤
を受ける簡易⽔道事業等の勘定科⽬等について（通知）」別紙２を参考に設定します。 
 
③残存価額 
 残存価額とは、耐⽤年数の経過後にその資産を処分することによって回収することが
予想される額のことを⽰します。地⽅公営企業会計の場合、有形固定資産については⼀
律、帳簿原価（取得価額）の 10％、無形固定資産は０％となっています。 
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④償却限度額 
 減価償却の限度額とは、原則、有形固定資産は帳簿原価（取得価額）の 100 分の 95、
無形固定資産は 100 分の 100 とされています。 
 ただし、帳簿価額が帳簿原価（取得価額）の 100 分の５に達した鉄筋コンクリート
造の建物及び構築物等で引き続き事業の⽤に供されている場合においては、当該帳簿価
額が１円に達するまで減価償却を⾏うことが出来るとされています。 
 

（４）減価償却の⽅法 
減価償却の⽅法は、その⽅法を毎年度継続して⾏わなければならず、特別の理由がない

限り、みだりに⽅法を変更してはならないこととされています。 
また、下⽔道事業における減価償却⽅法は、料⾦算定の基礎となる費⽤を算定するとい

う観点から、多くの団体で「定額法」が採⽤されています。 
本市の下⽔道事業における減価償却⽅法は、有形固定資産、無形固定資産ともに「定額

法」とします。 
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８．移行事務 

 

8.1 関係部局との調整 

 
(1)関係部局との調整事項、調整スケジュールの整理 
 

「4.2 他部局との関連調査」で整理した職務分掌に基づき、関係部局との調整事項を整理した
結果を「表 8-1 関係機関との調整事項リスト」⽰します。 
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表 8-1 関係機関との調整事項リスト                                              (1/4) 
R1年度 R4年度

R2年
1 － 3 4 － 6 7 － 9 10-12

R３年
1 － 3 4 － 6 7 － 9 10-12

R4年
1 － 3 4 － 6

法適用範囲

法適用範囲

全部適用または一部適用
下水道事業への地方公営企業法の適用範囲を全部適用とするか、一部適用
とするか

－ 全部適用での方針を確定 R2年5月 □

組織・体制の検討

管理者
管理者設置の有無 管理者を設置するか、市長兼務とするか 行政経営部：総務・防災課 管理者非設置での方針を確定 R2年5月 □

組織・体制
組織統合の有無

下水道事業単独の公営企業とするか、上水道事業と組織統合した公営企業
とするか

－
本市水道事業は令和２年度中に佐賀西部広域水道に合
併する予定

－ －

雨水事業の管轄範囲と役割
雨水事業に係る施設建設・維持管理・住民対応等の管轄範囲と役割の明確
化

－ 雨水事業は該当無し － －

浄化槽事業の管轄範囲と役割 浄化槽事業に係る住民対応等の管轄範囲と事務分掌の明確化 － 浄化槽事業は環境下水道課が所管 － －

人員体制 新組織における体制（人員数、組織構成）の設定 行政経営部:総務・防災課 環境下水道課で検討後、総務・防災課と調整 R3年3月 □

出納・会計事務
事務委任の範囲 会計管理者への事務委任の範囲の調整

会計管理者・会計課
行政経営部：財政課

法適用後の事務フロー検討後に、事務委任、事務フロー
等について、関係部局と調整

R3年3月 □

出納事務フロー 出納事務の手続き・流れについて確認・調整
会計管理者・会計課
行政経営部：財政課

　　　〃 R3年3月 □

口座管理
補助金、受益者負担金、一般会計繰入金、起債、基金等の口座管理に係る
管理・運用ルール等の確認・調整

会計管理者・会計課
行政経営部：財政課

　　　〃 R3年3月 □

移行前の起債の申請・入金 移行前の起債の申請時期、入金時期の調整 行政経営部：財政課 　　　〃 R3年3月 □

移行後の起債発行事務 移行後の起債発行事務フローの確認（申請事務、銀行折衝等） 行政経営部：財政課 　　　〃 R3年3月 □

移行後の一時借入金事務 移行後の一時借入金事務フローの確認
会計管理者・会計課
行政経営部：財政課

　　　〃 R3年3月 □

各種保険
賠償責任保険、下水道賠償責任保険、建物保険(下水処理センター）等の申
請手続き

契約管理室 　　　〃 R3年3月 □

契約事務
事務に係る経費 契約検査事務、事務に対する経費の運用ルールの確認・調整

契約管理室
行政経営部：財政課

R3年3月 □

組織名変更に伴う契約変更 組織名変更に伴う各種契約名義変更手続き 行政経営部：財政課 組織名変更がある場合は調整 R3年3月 □

人事
人事、事務分掌の調整 新組織における事務分掌、権限の委任範囲、事務執行体制の設定 行政経営部：総務・防災課

法適用後の事務フロー検討後に、事務委任、事務フロー
等について、関係部局と調整

R3年3月 □

給与
人事給与システムの運用 職員給与の運用ルールの設定 　　〃 　　　〃 R3年3月 □

職員給与事務フロー 移行後の職員給与事務の手続き・流れについて確認・調整 　　〃 　　　〃 R3年3月 □

その他
組織変更の住民周知 法適化および組織変更の住民周知方法 行政経営部：総務・防災課 総務・防災課と個別協議 R3年9月 □

組織変更等の関係機関周知 法適化および組織変更等の関係機関周知方法 　　〃 　　　〃 R3年9月 □

組織名変更に伴う各種印刷物改訂 組織名等変更に伴う各種印刷物の改訂手配とスケジュール 　　〃 　　　〃 R3年3月 □

口座印鑑、公印の準備 企業出納員、口座印鑑、公印等の新規発注の必要性 行政経営部：総務・防災課 環境下水道課で方針決定後、総務・防災課と調整 R3年9月 □

庁舎等の維持管理費の取り扱い 庁舎等の光熱水費、通信費等の負担ルールの調整 行政経営部：財政課 財政課と個別協議 R3年9月 □

職員研修
職員研修

研修対象の設定と研修内容 研修対象者の範囲設定と研修内容の調整 移行支援担当コンサルタント （環境下水道課で実施） － －

対応主要項目／細目 調整事項 主な協議・調整内容 関連部局
調整完了

期日
調整の流れ

R2年度 R3年度
調整工程表

 
※調整⼯程表、調整完了期⽇は、実作業ではなく、関係機関との調整のスケジュールを⽰す。    ■︓対応済み、□︓未対応、－︓該当なし 
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表 8-1 関係機関との調整事項リスト                                              (2/4) 
R1年度 R4年度

R2年
1 － 3 4 － 6 7 － 9 10-12

R３年
1 － 3 4 － 6 7 － 9 10-12

R4年
1 － 3 4 － 6

条例・規則等の制定・改正

方針
条例・規則改正等の方針 制定・改正・廃止等に係る基本方針とスケジュール調整 行政経営部：総務・防災課

総務・防災課へスケジュール（案）を提示し、例規審議会、
議会のスケジュールを合意

R3年3月 □

洗い出し
制定・改正・廃止 条例・規程・訓令の制定・改正・廃止条項の洗い出し内容確認 　　〃 例規審議会、議会で承認を得る。 R3年6月 □

条例（案）
条例の制定・改正・廃止内容 制定・改正・廃止の条例（案）の内容確認 　　〃 　　　〃 R3年11月 □

規則・訓令（案）
規則・訓令の制定・改正・廃止内容 制定・改正・廃止の規程・訓令（案）の内容確認 　　〃 　　　〃 R3年11月 □

例規審査会
例規審査会スケジュール 条例・規程・訓令の制定・改正・廃止に係る例規審査会スケジュールの調整 　　〃

総務・防災課へスケジュール（案）を提示し、例規審議会、
議会のスケジュールを合意

◆ R3年11月 □

議会
議会スケジュール 条例の制定・改正・廃止に係る議決スケジュールの調整

行政経営部：総務・防災課
行政経営部：財政課

　　　〃 ◆ R3年12月 □

出納取扱金融機関等の指定と告示
方針 出納、収納金融機関の設定方針 出納取扱金融機関と収納取扱金融機関の設定方針の調整 会計管理者・会計課 R3年1月 □

金融機関協議【出納／収納】
指定予定金融機関へ協力要請 指定予定の金融機関へ法適化に向けた協力要請 金融機関 金融機関へ書面にて協力要請を実施。 R3年1月 □

スケジュール説明 出納・収納取扱金融機関へ法適化に向けたスケジュール説明を実施 　　〃 金融機関と面談し、スケジュールを説明。 R3年1月 □

契約、協定の事前協議 出納・収納取扱金融機関の指定に係る契約・協定の内容の調整 　　〃 （金融機関との個別協議） R3年3月 □

金融機関からの内諾書 契約・協定締結前の内諾書を受理 　　〃 　　　〃 R3年9月 □

契約締結【出納／収納】 契約、協定および担保の決済 契約・協定締結の手続き・決済 　　〃 　　　〃 R3年12月 □

移行後の各種手続きの確認 移行後の伝票・日報等、各種手続き方法の確認・合意 　　〃 　　　〃 R3年12月 □

年度末前後の収納金取扱い 年度末前後における収納金に係る取扱いルールの調整・合意 　　〃 　　　〃 R3年9月 □

指定・告示 出納・収納金融機関の指定・告示 出納取扱金融機関と収納取扱金融機関の指定・告示のスケジュール調整 会計管理者・会計課 金融機関の指定、告示の事前に出納室と対応を協議 R4年3月 □

勘定科目等の設定
勘定科目

勘定科目の設定 一般会計との共通科目の整合等
会計管理者・会計課
移行支援・システム担当業者

R3年8月 □

予算科目 予算科目の設定 一般会計との共通科目の整合等 　　〃 R3年8月 □

企業会計システムとの調整 取り込み条件・制約 財務会計システムにおけるデータ取り込み制約の確認・調整 　　〃 R3年8月 □

予定開始貸借対照表の作成
予算要望用

H31確定分費用の整理・入力対応
11月までの確定分費用（収入・支払および固定資産等）の整理と財務会計シ
ステム入力対応の調整

－ （環境下水道課で実施） － －

H31確定分費用の整理・入力対応
11月までの未確定分費用（収入・支払および固定資産等）の整理と財務会計
システム入力の手法と対応の調整

－ 　　　〃 － －

打切決算用
H31確定分費用の整理・入力対応

11月からの確定分費用（収入・支払および固定資産等）の整理と財務会計シ
ステム入力対応の調整

－ 　　　〃 － －

対応主要項目／細目 調整事項 主な協議・調整内容 関連部局
調整完了

期日
調整の流れ

R2年度 R3年度
調整工程表

 
※調整⼯程表、調整完了期⽇は、実作業ではなく、関係機関との調整のスケジュールを⽰す。    ■︓対応済み、□︓未対応、－︓該当なし 
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表 8-1 関係機関との調整事項リスト                                              (3/4) 
R1年度 R4年度

R2年
1 － 3 4 － 6 7 － 9 10-12

R３年
1 － 3 4 － 6 7 － 9 10-12

R4年
1 － 3 4 － 6

新予算の編成

予算要望用
予算要望対応スケジュール調整 11月予算要望対応のスケジュール調整

会計管理者・会計課
行政経営部：財政課

スケジュールの事前確認 R3年11月 □

一般会計繰入金の時期と額の調整 一般会計繰入金の入金時期、額のルール調整 　　〃 関係部局へのヒアリング・確認 R3年11月 □

国庫補助金の入金時期の調整 国庫補助金の入金時期前倒しの調整 佐賀県 　　　〃 R3年11月 □

移行初年度運転資金の調整 初年度運転資金としての繰入額の調整
会計管理者・会計課
行政経営部：財政課

中長期経営計画策定後に、資金繰り計画を関係部局と調
整

R3年11月 □

特例的収入・支出予算
未収金・未払金の見込み整理

法適用後において未収金・未払金となる項目と金額の整理およびスケジュー
ルの調整

　　〃
法適用後の未収金・未払い金を算定後に、関係部局と対
応を協議

R3年11月 □

未収金の取り扱い
補助金、一般会計繰入金、使用料、受益者負担金等の対応方針（一般会計
繰入、一時借入、補助金入金時期前倒し等で補填するか、特例的未収扱いと
するか）

　　〃 　　　〃 R3年11月 □

未払金の取り扱い
委託・工事・光熱水費・電話代等の対応方針（一般会計繰入、一時借入、補助
金入金時期前倒し等で補填するか、特例的支出扱いとするか）

　　〃 　　　〃 R3年11月 □

予算書
予算書の内容と作成スケジュール 予算書の様式および記載内容の確認と作成スケジュールの調整 行政経営部：財政課 事前にスケジュールを調整 R4年2月 □

説明書
説明書の内容と作成スケジュール 説明書の様式および記載内容の確認と作成スケジュールの調整 　　〃 　　　〃 R4年2月 □

議会
予算書提出スケジュール 予算書提出スケジュールの調整 行政経営部：財務課 　　　〃 R4年3月 □

予算書の製本等の調整 予算書の製本〆切・スケジュールおよび費用負担の調整 　　〃 　　　〃 R4年3月 □

打切決算
決算処理

打ち切り決算スケジュール調整 打ち切り決算の整理スケジュールの調整
会計管理者・会計課
行政経営部：財政課

事前にスケジュールを調整 R4年3月 □

一時借入れ措置 歳入不足における措置手法の調整 　　〃 　　　〃 R4年3月 □

特例的収入・支出処理

未収金の取り扱い
補助金、一般会計繰入金、使用料、受益者負担金等の対応方針（一般会計
繰入、一時借入、補助金入金時期前倒し等で補填するか、特例的未収扱いと
するか）

　　〃
法適用後の未収金・未払い金を算定後に、関係部局と対
応を協議

R4年3月 □

未払金の取り扱い
委託・工事・光熱水費・電話代等の対応方針（一般会計繰入、一時借入、補助
金入金時期前倒し等で補填するか、特例的支出扱いとするか）

　　〃 　　　〃 R4年3月 □

決算書
決算書調製スケジュール 決算書の調製と報告スケジュールの確認・調整 　　〃 事前にスケジュールを調整 R4年3月 □

対応主要項目／細目 調整事項 主な協議・調整内容 関連部局
調整完了

期日
調整の流れ

R2年度 R3年度
調整工程表

 
※調整⼯程表、調整完了期⽇は、実作業ではなく、関係機関との調整のスケジュールを⽰す。    ■︓対応済み、□︓未対応、－︓該当なし 
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表 8-1 関係機関との調整事項リスト                                              (4/4) 
R1年度 R4年度

R2年
1 － 3 4 － 6 7 － 9 10-12

R３年
1 － 3 4 － 6 7 － 9 10-12

R4年
1 － 3 4 － 6

事務引継

引継書【一般事務】
引継書の内容 管理者と首長との一般事務の引継ぎ内容および作成スケジュール － 事前に内容、スケジュールを調整 R3年4月 □

引継書【出納事務】
引継書の内容 首長と会計管理者との出納事務の引継ぎ内容と作成スケジュール 会計管理者・会計課 　　　〃 R3年4月 □

引継ぎ
引継ぎスケジュール 首長と会計管理者との出納事務の引継ぎスケジュール 　　〃 　　　〃 R3年4月 □

税務署届出
廃止届

廃止届の内容確認 廃止届の内容・手続き確認および提出スケジュール 武雄税務署 事前に内容、スケジュールを調整 R4年4月 □

新設設置届
設置届の内容確認 設置届の内容・手続き確認および提出スケジュール 　　〃 　　　〃 R4年4月 □

消費税申告・納付
消費税申告・納付に係る調整 消費税申告・納付スケジュール確認と「簡易課税届出書」の必要有無の確認 　　〃 　　　〃 R4年4月 □

総務省報告
異動届

総務省異動報告書の内容確認 異動報告書の内容および提出スケジュールの確認 佐賀県 事前にスケジュールを調整 R3年4月 □

例月監査
監査資料

例月監査の内容と必要書類確認 例月監査の実施内容と必要書類の確認 監査委員事務局 実施内容と必要書類の確認 R4年5月 □

監査
例月監査の実施スケジュール 例月監査の実施スケジュールの調整・確認 　　〃 　　　〃 R4年5月 □

会計システム、固定資産位置情報システム導入

システム構築条件

システム必要機能・環境条件 会計システムの必要機能、OA環境、工程等の条件調整・確認

杵藤電子計算センター
総合戦略推進部：広報・広聴課
会計管理者・会計課
行政経営部：財政課

R3年3月 □

システム構築
システム構築期間・工程 システム構築必要期間・完成スケジュール

杵藤電子計算センター
システム担当業者

R3年10月 □

予算・勘定科目マスタ設定
科目データインポート工程 科目マスタ取り込みの留意事項 　　〃 R3年10月 □

操作研修 　　〃 (環境下水道課で対応) － －

固定資産データインポート データインポート工程 固定資産データ取り込みの留意事項 　　〃 R3年9月 □

システム試験運用
システム導入・設定・運用工程 システム導入・仮稼働・本稼働のスケジュール 　　〃 　　　〃 R2年12月～ □

固定資産データ構築

固定資産調査・評価方針
資産整理方針・手法等 固定資産調査・評価マニュアルの内容 資産調査担当コンサルタント R2年4月 □

基礎資料等の整理
不明資産の対応手法等 基礎資料の不足・欠損および不明資産の処理方法等 　　〃 (担当コンサルタントと個別協議） R3年9月 □

築造物固定資産調査
作業工程、確認方法等 資産整理における不明点確認、作業スケジュール 　　〃 　　　〃 R3年9月 □

その他固定資産
作業工程、確認方法等 資産整理における不明点確認、作業スケジュール 　　〃 　　　〃 R3年9月 □

対応主要項目／細目 調整事項 主な協議・調整内容 関連部局
調整完了

期日
調整の流れ

R2年度 R3年度
調整工程表

 
※調整⼯程表、調整完了期⽇は、実作業ではなく、関係機関との調整のスケジュールを⽰す。    ■︓対応済み、□︓未対応、－︓該当なし 
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(2)（仮称）下⽔道関連事業法適⽤関係部局調整会議 
関係部局との調整を円滑化するため、「（仮称）下⽔道関連事業法適⽤関係部局調整会議」

を発⾜します。 
 

1)委員構成（案） 
表 8-2 に、前項までに整理した調整事項、調整先関係部局を踏まえた「（仮称）下⽔

道関連事業法適⽤関係部局調整会議」の委員構成（案）を⽰します。 
 

表 8-2 「（仮称）下⽔道関連事業法適⽤関係部局調整会議」委員構成（案） 
部 課 主な調整事項 

⾏政経営部 

総務・防災課 

組織・体制（その他） 
組織・体制（⼈員体制、⼈事、給与） 
組織・体制（契約事務） 
条例・規定等の制定・改定 
その他（公印の管理） 

財政課 
組織・体制（出納・会計事務、契約事務） 
新予算の編成 
打切り決算 

会計管理者︓会計課 

組織・体制（出納・会計事務） 
指定⾦融機関等の指定と告⽰ 
新予算の編成 
打切決算 
事務引継ぎ 

 
表 8-3 の部・課については、調整事項が限定的につき調整会議の委員構成には含め

ず個別調整とします。 
 
表 8-3 個別調整部課 

部 課 主な調整事項 

総合戦略推進部 広報・広聴課 公営企業会計システム移⾏に関する調整 
法適⽤の住⺠周知⽅法（広報）の事前調整

杵藤電算センター 公営企業会計システム移⾏に関する調整 

監査委員 事務局 法適⽤後初回の例⽉監査のスケジュール等事前
調整 

指定⾦融機関 ⾦融機関の指定、契約、告⽰の⼿続き協議 
担保、法適⽤後の事務フロー等の協議
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2) （仮称）下⽔道関連事業法適⽤関係部局調整会議 実施計画（案） 

表 8-4 に（仮称）下⽔道関連事業法適⽤関係部局調整会議 実施計画（案）を⽰しま
す。委員全員を招集する全体会議は１回とし、細部の調整は、適宜、調整事項毎の関係
部局を招集し、個別協議を実施する計画としますが、他部局にまたがる重要な調整事項
等が⽣じた際は、必要に応じて全体会議の招集をかけさせて頂きます。 
 
表 8-4 （仮称）下⽔道関連事業法適⽤関係部局調整会議 実施計画（案） 

回 時期 タイミング 
主な協議事項 

区分 議 題 

第 1 回 
令和２年
 ５⽉頃

移⾏事務本格 
稼働の前年度 

周知 1)法適⽤基本計画の説明 

周知 
2)関係部局との調整項⽬・スケジュール

の説明、協⼒要請 

個別 
協議 

令和２年
5 ⽉頃 

〜 

移⾏事務 
対応期間 

調整 （個別協議） 
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8.2 予算科目及び勘定科目の設定 

 
嬉野市の下⽔道事業内容と資産内容に基づき、予定される予算経理及び仕訳を整理す

るともに、予算科⽬及び勘定科⽬の設定を⾏います。 
 

公営企業会計では、⽇々の取引を会計処理の原則に従って、収益、費⽤、資産、負債お
よび資本の増減、異動を仕訳記帳するため、計算区分として勘定科⽬を設定する必要があ
ります。 

勘定科⽬の設定については、地⽅公営企業法施⾏規則第 3 条〜第 7 条および同規則別表
第⼀号に定める勘定科⽬表の区分、並びに「地⽅公営企業法の適⽤を受ける簡易⽔道事業
等の勘定科⽬等について（通知）」（平成 24 年 10 ⽉ 19 ⽇付 総財公第 99 号）に定める
勘定科⽬表の区分を基本に、下⽔道事業の実態と特性に合致した勘定科⽬を設定する必要
があります。 

設定した勘定科⽬に基づき、損益計算書や貸借対照表等の財務諸表を作成することから、
科⽬名、各科⽬の区分の基準、内容、整理⽅法および科⽬の配列⽅法は、明確に定める必
要があります。 

また、新予算編成の際に必要となる予算科⽬についても、併せて設定する必要がありま
す。なお、予算・勘定科⽬の設定については、財務会計システムに組込むことから、財務
会計システムの制約等にも配慮する必要があります。 
 
表 8-5 勘定科⽬の区分 

会計の区分 法規則の区分 概   要 

損 益 
収 益 収益的収⽀の収益 
費 ⽤ 収益的収⽀の費⽤ 

資 産 
固定資産 ⼟地、建物、機械・器具、⾞両・運搬具、借地権など
流動資産 現⾦、預⾦、有価証券、1 年以内に換⾦可能な資産
繰延資産 災害による損失（複数年度で処理する場合の経過措置）

資 本 
資本⾦
剰余⾦

負 債 
固定負債 企業債残⾼、リース債務、引当⾦ 
流動負債 1 年以内に⽀払期限となるもの 

繰延収益 繰延収益 ⻑期前受⾦ 
※本表は「地⽅公営企業法施⾏規則 別表第⼀号」より読み取り 
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8.3 法適用年度の予算調整 

 
法適⽤開始年度の予算調整を⾏う。主な業務は以下のとおりです。 

1)予算書の記載事項の整理 
2)現⾏会計予算と企業会計予算の相違点の整理 
3)企業会計⽅式で新たに発⽣する費⽤の整理 
4)⼀般会計繰⼊⾦の整理 
5)経費負担区分の整理 
6)予算の実施計画の作成 
7)特例的収⼊及び⽀出の整理 
8)補てん財源の整理 
9)資⾦計画の作成 
10)外部説明に必要な資料の作成 
11)その他

 
(1)予算調整権および原案の留意事項 

地⽅公営企業法では、公営企業会計の予算を管理者が原案を作成し、これを基にして地
⽅公共団体の⻑が予算の調製を⾏うこととされている。（地⽅公営企業法第 8 条第 1 項第
1 号、第 24 条第 2 項）財務適⽤の場合は、管理者の権限は⻑が⾏うため、予算の調製は
⼀般会計部⾨と同様な取扱いとなります。（地⽅公営企業法第 34 条の 2） 

⻑が予算を議会へ提出する期限は、⾃治法第 211 条第 1 項により、都道府県及び指定
都市は年度開始 30 ⽇前、その他の市町村は 20 ⽇前までとなっており、法適⽤前と変更
はありません。 

そのため、管理者はこれらを考慮して、当初予算の原案を⻑の定める提出時期までに作
成する必要があります。 
 
(2)予算書の記載事項と様式 

予算書の記載事項は、地⽅公営企業法施⾏令第 17 条第 1 項、第 2 項に定められており、
様式についても、地⽅公営企業法施⾏令規則第 45 条の別記第⼀号様式に定められていま
す。 

また、地⽅公営企業法第 17 条第 2 項により、予定収⼊および⽀出は、経常的な営業収
⽀予算である収益的収⼊⽀出予算（3 条予算）と建設収⽀予算である資本的収⼊⽀出予算
（4 条予算）に区分し、予算の内容を明確にすることとされています。 
 
(3)予算に関する説明書 

地⽅公営企業法第 25 条では、予算原案と併せて予算に関する説明書を作成し、⻑に提
出することと定められています。 
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表 8-6 予算書の記載事項と様式                                           (1/2) 
号 記載項⽬ 内 容 予算様式

1 業務の予定量 
当該年度の活動の基本的⽬標として、業
務の予定量を定める。 

別記第⼀号様式

2 
予定収⼊及び予定⽀出の⾦額
（収益的収⼊・⽀出） 

当該年度の経営活動に伴い発⽣が予定
されるすべての収益とそれに対応する
経費を計上する。 

〃 

 
予定収⼊及び予定⽀出の⾦額
（資本的収⼊・⽀出） 

資本的収⼊額が資本的⽀出額に対し不
⾜する場合は、その不⾜額を企業内に留
保している資⾦で補填するが、その補填
財源の内訳についても括弧書きで記載
する。 

〃 

3 継続費 
予算科⽬の款項区分、事業名、総額、年
度及び年割額を記載する。 

〃 

4 債務負担⾏為 
債務負担⾏為の内容、期間及び年度ごと
の限度額を記載する。 

〃 

5 企業債 
企業債発⾏の⽬的、限度額、起債の⽅法、
利率及び償還の⽅法を記載する。 

〃 

6 ⼀時借⼊⾦の限度額 
限度額には、起債前借は含まないが、他
会計からの⼀時借⼊⾦は含む。 

〃 

7 
予定⽀出の各項の経費の⾦額
の流⽤ 

各款⼜は各項の間における流⽤を許す
べき項⽬について定める。 

〃 

8 
議会の議決を経なければ流⽤
することのできない経費

職員給与費、交際費以外の項⽬について
も流⽤禁⽌項⽬として定めてよい。 

〃 

9 
⼀般会計⼜は他の特別会計か
らの補助⾦ 

3条及び4条予算に含まれる補助⾦につ
いて、補助を⾏う会計名、⾦額およびそ
の理由を記載する。 

〃 

10 利益剰余⾦の処分 
処分予定の利益剰余⾦について、使途と
⾦額を記載する。 

〃 

11 たな卸資産購⼊限度額 
当該年度内に購⼊するたな卸資産の購
⼊限度額を記載する。 

〃 

12 重要な資産の取得及び処分 
条例で基準を定めた重要な資産の取得
及び処分について、その種類、名称、処
分の態様を記載する。 

〃 
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表 8-6 予算書の記載事項と様式                                           (2/2) 
号 書 類 内 容 様 式

1 予算の実施計画 
3 条予算および 4 条予算について、⽬の科⽬ごと
の⾦額を記載する。 

別記第⼀号様式 

2 予定ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書
当該事業年度の現⾦収⽀について、業務活動、投
資活動及び財務活動によるキャッシュ・フローに
区分して記載する。 

別記第⼗五号様式

3 給与費明細書 
3 条予算及び 4 条予算に計上した職員給与費の内
訳を記載する。

別記第三号様式 

4 継続費に関する調書 予算に定めた継続費の明細を作成する。 別記第四号様式

5 
債務負担⾏為 
に関する調書

予算に定めた債務負担⾏為の明細を作成する。 別記第五号様式 

6 
当該事業年度の 
予定貸借対照表

当該事業年度末の予定貸借対照表を作成する。 別記第⼗三号様式

 
前事業年度の 
予定損益計算書

前事業年度末の予定損益計算書を作成する。法適
⽤初年度については、作成不要。 

別記第⼗号様式 

 
前事業年度の 
予定貸借対照表 

前事業年度末の予定貸借対照表を作成する。法適
⽤初年度については、作成不要であるが、代わり
に法適⽤⽇の予定開始貸借対照表を作成する。 

別記第⼗三号様式
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(4)その他の留意事項 
①特例的収⼊・⽀出予算 

地⽅公営企業法施⾏令第 4 条第 1 項により、法の適⽤の⽇の前⽇の属する会計年度は
同⽇をもって終了し、当該会計年度に属する出納は、同⽇をもって閉鎖されます。その
ため、出納整理期間は存在せず、すべての出納は法の適⽤の⽇の前⽇をもって打ち切ら
れることとなります。 

この場合、同条第 4 項により、法の適⽤の⽇の前⽇に属する会計年度以前の会計年度
において発⽣した債権⼜は債務に係る未収⾦⼜は未払⾦は、法の適⽤の⽇の属する事業
年度の債権⼜は債務として整理し、予定開始貸借対照表の資産（未収⾦）⼜は負債（未
払⾦）に計上するとともに、予算の別条を設け、第 4 条の 2 として下記のとおり処理す
ることとされています。 

（特例的収⼊及び⽀出） 
第 4 条の 2 地⽅公営企業法施⾏令第 4 条第 4 項の規定により当該事業年度に属する債権
及び債務として整理する未収⾦及び未払⾦の⾦額は、それぞれ●●千円及び▲▲千円であ
る。 
未収⾦⼜は未払⾦となったものは、発⽣主義による予算経理では既に執⾏済として法

適⽤後の予算には計上されず、⼀⽅、現⾦主義による官庁会計⽅式では未執⾏であって、
決算上も執⾏済として記載されないため、このような経過措置が設けられています。 

 
②消費税等に関する計算 

法適⽤事業の消費税及び地⽅消費税（以下、「消費税等」という）の経理処理⽅法に
ついては、本来の売上げや仕⼊れ、経費などと消費税等を完全に分離し、仮払勘定や仮
受勘定で処理する「税抜処理⽅式」で⾏うことと地⽅公営企業法施⾏令規則第 19 条で
定められています。そのため、貸借対照表や損益計算書等の財務諸表については、税抜
きで作成されます。但し、予算については、総計予算主義の観点等から、税込みで計上
することとされています。 

 
③⻑期前受⾦の収益化 

従来の公営企業法では、補助⾦等により取得した固定資産のうち償却資産については、
当該資産の取得に要した価額からその取得のために充てた補助⾦等相当額を控除した
⾦額を帳簿原価（取得価額）⼜は帳簿価額とみなして各事業年度の減価償却額を算出す
る「みなし償却」がみとめられていましたが、公営企業会計基準の⾒直しにより廃⽌さ
れています。 

これに伴い新たに「⻑期前受⾦」が設けられ、償却資産の取得⼜は改良に充てるため
の補助⾦等を収⼊した場合は、その収⼊額に相当する⾦額を「⻑期前受⾦」として繰延
収益に計上し、補助⾦等を充当して取得した固定資産の補助⾦等相当額部分についても
減価償却を⾏うこととされています。 

⻑期前受⾦として計上した繰延収益については、補助⾦等により取得⼜は改良した償
却資産の減価償却、除却⼜は減損処理を⾏う際に、それらの⾒合い分を「⻑期前受⾦戻
⼊」として収益化することとなります。 
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収益化した額は、収益的収⼊（⻑期前受⾦戻⼊）として収益的収⽀予算に計上し、同
額を「⻑期前受⾦収益化累計額」に加算する必要があります。 

 
④引当⾦ 

引当⾦とは、下記に⽰す 4 つの要件に合致した場合に、当該年度の負担に属する⾦額
を当該年度の費⽤⼜は損失として引当⾦に繰り⼊れ、当該引当⾦の残⾼を貸借対照表の
負債の部等に記載するものです。 

 
・将来の特定の費⽤⼜は損失 
・その発⽣が当期以前の事象に起因 
・発⽣の可能性が⾼い 
・その⾦額を合理的に⾒積もることができる 

 
4 つの要件に合致する将来⾒込まれる損失・費⽤を⾒積もり、1 年以内に⽀払が⾒込

まれるものを流動負債とし、1 年以内に⽀払が⾒込まれないものを固定負債とすること
となっています。 

但し、貸倒引当⾦については、資産の控除項⽬として計上する必要があります。法適
⽤後の企業会計において計上が想定される引当⾦を表 8-7 に⽰します。 

  
表 8-7 想定される引当⾦ 

項 ⽬ 内  容 

退職給付 
引 当 ⾦ 

職員が将来退職した場合に⽀給すべき退職⼿当の⽀払いに備え、引当⾦として
計上する。 

退職⼿当組合に加⼊している場合は、退職給付債務から退職⼿当組合への組合
積⽴額（公営企業分）を控除した額を引き当てる。退職⼿当組合への負担⾦は引
当⾦に含めず、拠出時に負担⾦として費⽤計上を⾏う。 

修   繕 
引 当 ⾦ 

所有する設備等について、毎事業年度⾏われる通常の修繕が何らかの理由で⾏
われなかった場合、その修繕に備えて計上されるものをいう。 

特別修繕 
引 当 ⾦ 

数事業年度ごとに定期的に⾏われる特別の⼤修繕に備えて計上される引当⾦
で、法令上の義務付けがあるなど修繕費の発⽣が合理的に⾒込まれるものをいう。

賞   与 
引 当 ⾦ 

翌年度に⽀払われる予定の期末・勤勉⼿当等のうち、当年度負担相当額につい
て計上される引当⾦。例えば、12 ⽉から翌年 5 ⽉の 6 ヶ⽉間を⽀給対象期間とし
て翌年 6 ⽉に期末・勤勉⼿当を⽀給する場合、12 ⽉から 3 ⽉の 4 ヶ⽉分につい
ては、当年度に負担すべき費⽤と考え、6 ⽉に⽀払が予定されている期末・勤勉
⼿当の 6 分の 4（4 ヶ⽉分）について引当⾦を計上する。 

貸   倒 
引 当 ⾦ 

未収⾦、貸付⾦等の債権について、回収することが困難と予想される額を⾒積
り、引当⾦を計上する。
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8.4 予定開始貸借対照表の作成 

 
法適⽤する開始時点の貸借対照表の作成を⾏います。主な業務は以下のとおりです。 

1)法適⽤前年度における⾒込み決算書の作成 
2)⾒込み決算に伴う未収⾦、未払⾦及び引継⾦の整理 
3)法適⽤前年度の打ち切り決算時における歳⼊不⾜による⼀時借⼊の整理 
4)予算繰越等の整理 
5)開始貸借対照表における残⾼の整理 
6)外部説明に必要な資料の作成 
7)その他 

 
法適⽤⽇から発⽣主義に基づく経理や帳簿整理が⾏われることになるため、適⽤の⽇現

在における「予定開始貸借対照表」を作成します。貸借対照表は事業開始から蓄積してき
た財産の状況を表すものであり、法適⽤前の情報を事前に整理しなければなりません。そ
のため、様々な資料から情報を整理し、資産、負債及び資本の額をそれぞれ把握します。 

貸借対照表⾃体は決算書類ですが、予算の説明資料として法適⽤する事業年度末の⾒込
みである予定貸借対照表を作成する必要があることなどから、移⾏事務の中で整理します。 

⼿順としては、資産と負債の額を把握した後、｛資産－負債＝資本｝の算式により、資
本の額を把握します。 

なお、予定開始貸借対照表は、法適⽤前に作成し、予算の提出時に議会に参考資料とし
て提出します。また、打切決算の確定後、予定開始貸借対照表から変動が⽣じた科⽬につ
いては数値を置き換え、法適⽤事業年度の開始時点における貸借対照表（開始貸借対照表）
として確定させます。 
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図 8-1 予定貸借対照表の額の把握イメージ 

出典︓地⽅公営企業法の適⽤に関するマニュアル（平成 31 年３⽉改定版）︓総務省 
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8.5 打切り決算 

 

法適⽤開始前年度の下⽔道特別会計の打ち切り決算を⾏います。また、外部説明に必
要な資料の作成を⾏います。

 
(1)打ち切り決算の概要 

官公庁会計の予算執⾏は、地⽅⾃治法第 235 条の 5 の規定に基づき、出納の閉鎖⽇が
翌年度 5 ⽉ 31 ⽇と定められています。 

⼀⽅、地⽅公営企業法施⾏令第 4 条第 1 項の規定に基づき、法の適⽤する⽇の前⽇をも
って終了し、出納を閉鎖することとされているため、法適⽤前年度の下⽔道事業会計予算
は、翌年 3 ⽉ 31 ⽇をもって終了し、決算を⾏うこととなります。 

これが、法適⽤前年度に限り適⽤される「打ち切り決算」の制度です。 
 
(2)打ち切り決算の留意事項 

以下に打ち切り決算における留意事項等を⽰します。 
・3 ⽉ 31 ⽇で従前の特別会計を決算しなければならない。 
・4 ⽉ 1 ⽇付以降の予算執⾏は、特別会計では⼀切できない。 
・このため、極⼒年度内に⼊⾦、⽀払となるよう事前調整および注意する必要がある。 
・年度内に⼊⾦できない場合は、決算の財源として充当できないため対応が必要となる。 
・国庫補助⾦等については、⾦額も⼤きいため⼀般会計から繰⼊し、4 ⽉に返⾦すると

いう処理も検討する必要がある。 
・4 ⽉ 1 ⽇以降の現⾦預⾦の残⾼についても、⽇々の運⽤資⾦となることから、会計担

当部署と調整が必要となる。 
・場合によっては、基⾦を取り崩して 4 ⽉ 1 ⽇に通帳に⼊⾦してもらう、⼀時借⼊⾦で

まかなう等の対応を検討し、関係部局と調整が必要となる。 
・打ち切り決算において、法適⽤⽇の前⽇の属する会計年度以前の会計年度に発⽣した

債権・債務に係る未収⾦・未払⾦に係る収⼊・⽀出は、特別の措置をとらない限り、
打ち切り決算歳⼊・歳出として決算されず、また、新予算となる３条予算・４条予算
にも計上されず、決算されない。 

・しかし、これらの収⼊・⽀出についても、何らかの形で決算をする必要があるため、
未収⾦⼜は未払⾦がある場合には、法適⽤⽇の属する事業年度に属する債権・債務と
して整理する。 

・この場合において、当該未収⾦・未払⾦は、法適⽤⽇時点において作成する開始貸借
対照表の未収⾦・未払⾦として整理する。 

・また、法適⽤⽇の属する事業年度の予算において、「第４条の２予算」（特例的未収⾦・
未払⾦）の⼀条を設けて予算措置をすることになります。 

・特例的未収・未払⾦は、現⾦収⽀がないため、前年度の特別会計の予算執⾏にはなら
ない。 



57 
 

・債権・債務の発⽣は前年度であるため、発⽣主義となる法適⽤⽇の属する事業年度の
予算執⾏にはならない。 

・3 ⽉までに債権債務が発⽣した案件については、特例的収⼊、特例的⽀出として公営
企業会計で収⼊⽀出処理を⾏う際に、その根拠となるものが必要となるため、請求書、
⾒積書、特別会計での⽀出負担⾏為決議書等の書類のコピーを公営企業会計の収⼊伝
票、⽀払伝票に添付して決裁すると根拠が明確となり、分かり易い。 

・予算書には、下記のように記載する。 
（特例的収⼊及び⽀出） 

第４条の２ 地⽅公営企業法施⾏令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債
権・債務はそれぞれ●●●千円・●●●千円である。 
※ 地⽅公営企業会計の予算書作成時と、実際の法適⽤⽇では、地⽅公営企業会計に引

き継ぐ未収⾦と未払⾦の額に相違が出てくるため、その場合は予算を補正することに
なる。 

 
【打ち切り決算で作成する書類】 

出納整理期間は全く存在せず、同⽇をもって全ての出納は打ち切られる。会計管理者
は、証書類とともに出納閉鎖後３か⽉以内に決算を⻑に提出しなければなりません。 

※決算書類の作成は原則として従前様式のとおりです。 
特例１ 

法適⽤の⽇の前⽇に属する会計年度の歳⼊が当該会計年度の歳出に不⾜するときは、
これを歳⼊不⾜額として決算に計上する。 

歳⼊歳出決算書の欄外に歳⼊歳出差額を新会計に引き継ぐ旨を記載する。 
 
特例２ 

継続費及び債務負担⾏為については、繰越明許費や事故繰越のように予算の繰越し等
に関する経過措置の明⽂規定は存在しないが、地⽅⾃治法上の会計における継続費⼜は
債務負担⾏為と地⽅公営企業会計における継続費⼜は債務負担⾏為は、その根拠規定は
同⼀である。 

従って、継続費については、両会計間において繰越して使⽤することができる。債務
負担⾏為については新会計に引き継がれる。（繰越については、6⽉補正予算に計上する
という意⾒もあるが、先⾏事例としては殆ど存在しない） 
 
特例３ 

歳⼊不⾜額がある場合において、⼀時借⼊⾦があって償還することができないとき
は、償還不⾜額を限度として借換えができる。この⼀時借⼊⾦は、開始貸借対照表の⼀
時借⼊⾦として計上し、初年度に返還する。（借⼊⾦を借⼊⾦で返すことはできない。）
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【打ち切り決算での作業項⽬】 
前⾴までに⽰した事項に留意しながら、通常の特別会計の決算を繰り上げます。 

 
【地⽅⾃治法】 
第 5 節 決算 
（決算） 
第 233 条 会計管理者は、毎会計年度、政令の定めるところにより、決算を調製し、

出納の閉鎖後 3 箇⽉以内に、証書類その他政令で定める書類とあわせて、普通地⽅公
共団体の⻑に提出しなければならない。 

2 普通地⽅公共団体の⻑は、決算及び前項の書類を監査委員の審査に付さなければな
らない。 
3 普通地⽅公共団体の⻑は、前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監査員

の意⾒を付して次の通常予算を議する議会までに議会の認定に付さなければならな
い。 

4 前項の規定による意⾒の決定は、監査委員の合議によるものとする。 
5 普通地⽅公共団体の⻑は、第 3 項の規定により決算を議会の認定に付するに当たっ

ては、当該決算に係る会計年度における主要な施策の成果を説明する書類その他政令
で定める書類を併せて提出しなければならない。 

6 普通地⽅公共団体の⻑は、第 3 項の規定により議会の認定に付した決算の要領を住
⺠に公表しなければならない。 

 
第 7 節 現⾦及び有価証券 
（⼀時借⼊⾦） 
第 235 条の 3 普通地⽅公共団体の⻑は、歳出予算内の⽀出をするため、⼀時借⼊⾦を

借り⼊れることができる。 
2 前項の規定による⼀時借⼊⾦の借⼊れの最⾼額は、予算でこれを定めなければなら

ない。 
3 第 1 項の規定による⼀時借⼊⾦は、その会計年度の歳⼊をもって償還しなければな

らない。 
（出納の閉鎖） 
第 235 条の 5 普通地⽅公共団体の出納は、翌年度の 5 ⽉ 31 ⽇をもって閉鎖する。
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8.6 条例・規則、規定等の制定及び改廃 

 
地⽅公営企業法を適⽤するために必要となる条例及び規則等の原案作成など条例及び

規則等の制定、改廃を⾏います。
 
(1)条例・規定の改訂・制定の基本⽅針 

法適⽤に伴い条例・規程等の例規の新規制定・改訂・廃⽌が必要となりますが、法適⽤
区分が全部適⽤か財務適⽤（⼀部適⽤）かによっても、条例・規則等の制定・改正・廃⽌
の範囲は⼤きく異なります。そのため、条例・規則等の制定・改正・廃⽌の基本条件とな
る整備⽅針を定める必要があります。以下に基本⽅針（案）を⽰します。 

【基本⽅針（案）】 
・適⽤範囲︓全部適⽤ 
・適⽤事業︓公共下⽔道、農業集落排⽔、特定地域⽣活排⽔ 
・管理者 ︓設置しない 
・組織体制︓現⾏の「建設部環境下⽔道課」 

 
(2)条例・規定の改訂・制定フロー 

図 8-2 に、法適⽤に伴う条例・規則等の制定・改正・廃⽌フローを⽰します。 
【支援担当コンサルタント】【嬉野市】

基礎調査

ﾋｱﾘﾝｸﾞｼｰﾄ作成

基本方針設定

新規制定・改正の洗い出し

洗い出しｼｰﾄ作成

新規制定・改正・廃止（案）の精査

新規制定（案）作成

改正・廃止（案）作成

新規制定（原案）浄書

改正・廃止（原案）浄書
新規制定・改正・廃止（原案）の精査

ﾋｱﾘﾝｸﾞｼｰﾄ記入

洗い出しｼｰﾄ記入

例規審査会

議会（承認）

 
図 8-2 条例・規定の改訂・制定フロー 
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(3)例規整備⽅針に関するヒアリングシートの作成 
法適⽤に伴い条例・規則等の新規制定・改訂・廃⽌が必要となりますが、法適⽤区分が

全部適⽤か財務適⽤（⼀部適⽤）かによっても、条例・規則等の制定・改正・廃⽌の範囲
は⼤きく異なります。 

そのため、条例・規則等の制定・改正・廃⽌の基本条件となる整備⽅針を定める必要が
あります。整備⽅針については、市の⽅針として定める必要があることから、「例規整備
⽅針に関するヒアリングシート」を⽤いて基本条件を確認します。 
 

図 8-3 例規整備⽅針に関するヒアリングシート イメージ 
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(4)改訂・制定例規の洗い出し 
条例・規定の改訂・制定の基本⽅針を踏まえ、現⾏の嬉野市例規を基に、下⽔道事業の

法適⽤に伴う最⼩限の例規整備（新規制定、改正、廃⽌）を必要とする例規の洗い出しを
⾏います。 

上記(3)のヒアリングシートの回答を受け、例規検索システム（例規集を横断検索する
ことが可能なものに限る。）に搭載されている嬉野市例規について、下⽔道事業に地⽅公
営企業法の全部を適⽤することに伴い整備が必要と考えられる例規の調査を⾏い、整備を
要する箇所を洗い出し改正案を記載した整備検討⽤資料(洗い出しシート)を作成します。 

※調査・洗い出し業務は、業務の開始点における最新の内容、現在の例規検索システム
を基に⾏います。 

 

№ 例規名 制定年番号 条文 改正前 改正案 御検討事項・御留意事項 参照法令等 御回答

下水道関係の例規 第11編　建設

　第1章　土木(下水道関係例規のみ)

35 ○○市下水道
条例

平成2年条
例第32号

　(排水設備の接続方法及び内径等)
第三条　排水設備の新設、増設又は改築(以下「新設
等」という。)を行おうとするときは、次に定めるとこ
ろによらなければならない。
　一　公共下水道に下水を流入させるために設ける排水
設備は、汚水を排除すべき排水設備にあつては、公共下
水道のますその他の排水施設(法第十一条第一項の規定
により、又は同項の規定に該当しないときに所有者の承
諾を得て、他人の排水設備により下水を排除する場合に
おける他人の排水設備を含む。以下「公共ます等」とい
う。)で汚水を排除すべきものに、雨水を排除すべき排
水設備にあつては、公共ます等で雨水を排除すべきもの
に固着させること。
　二　排水設備を公共ます等に固着させるときは、公共
下水道の施設の機能を妨げ、又はその施設を損傷するお
それのない箇所及び方法で、規則の定めるところによる
こと。

規則の 管理者が 改正案のとお
り

35 　三　汚水を排除すべき排水管(器具排水管を除く。)の
内径及びこう配は、市長が特別の理由があると認めた場
合を除き、次の表に定めるところによるものとし、排水
きよの断面積は、同表の上欄の区分に応じそれぞれ同表
の中欄に掲げる内径の排水管と同程度以上の流下能力の
あるものとすること。ただし、一の建築物から排除され
る汚水の一部を排除すべき排水管で延長が三メートル以
下のものの内径は、七十五ミリメートルとすることがで
きるものとする。
　　第三号の表　略
　四　雨水を排除すべき排水管(建築物に付属するもの
を除く。)の内径及びこう配は、市長が特別の理由があ
ると認めた場合を除き、次の表に定めるところによるも
のとし、排水きよの断面積は、同表の上欄の区分に応じ
それぞれ同表の中欄に掲げる内径の排水管と同程度以上
の流下能力のあるものとすること。ただし、一の敷地か
ら排除される雨水の一部を排除すべき排水管で延長が三
メートル以下のものの内径は、七十五ミリメートルとす
ることができるものとする。
　　第四号の表　略

市長 管理者 改正案のとお
り

図 8-4 例規洗い出しシート イメージ 
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◎：新規制定・改正が必要、△：新規制定・改正の可能性あり、－：改正不要

編 章 節 例規名 改正 新規

第２編　議会・選挙・監査

第１章　市議会

○○市議会委員会条例 ◎ －

第２章　選　挙 － －

第３章　監　査 － －

第３編　職制・処務・附属機関

第１章　職制・処務

○○市事務分掌条例 ◎ －

○○市事務分掌規則 ◎ －

○○市事務決裁規程 ◎ －

○○市個人情報保護条例 ◎ －

○○市情報公開・個人情報保護判定委員会設置規程 ◎ －

○○市情報セキュリティ管理規程 ◎ －

○○市公印取扱規則 ◎ －

○○市職員安全衛生管理規程 ◎ －

第２章　行政手続

○○市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例 ◎ －

○○市長が所管する行政手続等における情報通信の技術の利用に関する規則 ◎ －

第３章　附属機関 － －

第４編　人　事

第１章　公平委員会 － －

第２章　定数・任用等

管理職員等の範囲を定める規則 ◎ －

○○市職員定数条例 ◎ －

第３章　分限・懲戒・職員団体 － －

第４章　服　務

公益的法人等への職員の派遣等に関する条例 ◎ －

○○市職員研修規程 ◎ －

○○市職員交通事故対策協議会規程 ◎ －

○○市職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則 ◎ －

○○市職員の特殊勤務手当支給規程 ◎ －

○○市職員被服等貸与規程 ◎ －

第６編　財　政

第１章　財　務

○○市財務規則 ◎ －

○○市指名審査会規程 ◎ －

第２章　財　産

○○市下水道事業促進基金条例 ◎ －

第３章　市税・手数料・使用料

○○市使用料条例 ◎ －

図 8-5 例規洗い出し総括表 イメージ 
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(5)新規制定案(原案)の作成 
上記(2)のヒアリングシートにより廃⽌・新規制定の⽅針を決定し、例規についての条⽂案

を、新規制定案(原案)として作成します。 
 

図 8-6 新規制定案（原案） イメージ 
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(6)⼀部改正・廃⽌案(清書)及び新規制定案(清書)の作成 
①⼀部改正・廃⽌案(清書)の作成 

(4)の洗い出しシートにより決定した⽅針に沿って⼀部改正・廃⽌案(清書)を作成しま
す。 

 
②⼀部改正・廃⽌案(清書)の作成 

(5)の新規制定案を基に、加筆・修正を検討し、新規制定案(清書)を作成します。 
 

 
図 8-7 改訂案（新旧対象表） イメージ 
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8.7 職員研修 

 
法適⽤により業務上必要となる知識を、嬉野市の職員が習得するための研修会を開催しま

す。 
 
(1)職員研修の⽬的 

移⾏事務および法適⽤後の⽇常業務を⾏う際には、公営企業会計等に関する知識が必須
となります。そのため、法適⽤に際して担当職員の知識向上および経営意識向上を図るこ
とを⽬的に職員研修を実施します。 
 
(2)⼀般的な職員研修の内容 

職員研修の内容については、⼀般的に最初は企業会計の仕組みなど初歩的な内容から初
め、準備作業の内容が実務的になるにつれ、企業会計における⽇常処理、予算の考え⽅、
決算処理など実務的な内容へと発展させていくことが理想的と⾔われています。表 8-8 に
⼀般的な職員研修内容を⽰します。 
 
表 8-8 ⼀般的な職員研修内容 

実施時期 テーマ 内  容 対象者

移⾏前年の 
4〜5 ⽉頃 

企業会計の 
仕組み 

・地⽅公営企業法の概要と下⽔道事業の経営 
・資本取引と損益取引の区分について 
・単式簿記と複式簿記について 
・現⾦主義と発⽣主義について 
・予算及び決算事務の流れについて 
・資産管理と減価償却について 

全職員 

移⾏前年の 
9〜12 ⽉頃 

固定資産管理 ・固定資産の管理について 経理担当 
⽇常処理 ・⽇常伝票の発⾏と決済処理事務について 
決算整理 ・例⽉監査と書類の整備について 

・決算整理と財務諸表の調製について 
消費税 ・消費税の取扱いと税申告について 

システム ・財務会計システムの研修会 

出典︓下⽔道事業における企業会計導⼊の⼿引き（移⾏対応版）－2015 年版－ 
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(3)職員研修計画（案） 
３段階の職員研修会を予定します。特に経営編については、経営学修士が監修し嬉野市

職員の経営意識向上を図ります。 

なお、表 8-8 に挙がっている経理担当が対象の職員研修は、企業会計システム導入に

伴う研修となります。 

 
表 8-9 職員研修計画（案） 

区分 実施時期 研修内容 

基礎編 
R2 年５⽉ 

（法適⽤基本⽅針策定後、
移⾏事務本格化直前）

・法適⽤の背景、⽬的、意義 
・地⽅公営企業法、公営企業会計の基礎的内容 
・法適⽤に向けた実施事項（内容、スケジュール）

会計編 
R3 年９⽉ 

（法適⽤後初年度の予算編
成に着⼿される直前）

・公営企業会計の基礎（複式簿記、財務諸表等） 
・予算〜決算の流れ、実施事項、留意事項 
・企業会計⽅式の経理の事例、例題 

経営編 
R４年２⽉ 

（法適⽤による経営開始の
直前）

※嬉野市職員の経営意識向上を図る（監修︓経営学修⼠）
・嬉野市の将来予測 
・下⽔道事業経営の課題と対策 
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8.8 その他法適用に必要な事務 

 
その他企業会計移⾏に必要となる業務として、法適⽤時の各種届出等を実施します。 

 
 (1)出納及び収納取扱⾦融機関の指定 

出納事務は、原則として管理者（財務適⽤の場合は、地⽅公共団体の⻑）が⾏うことと
されていますが、地⽅公営企業法第 27 条に基づき必要がある場合は、⻑の同意を得て指
定した銀⾏等の⾦融機関に公⾦の収納および⽀払事務の⼀部を取り扱わせ、⼜は公⾦の収
納の事務の⼀部を取り扱わせることができるとされています。 

この場合、事務の取扱い範囲によって下記の 2 つに分類されており、⾃治法上の「指定
⾦融機関」に相当する制度となっています。 

 
「出納取扱⾦融機関」⇒ 収納および⽀払事務の⼀部を取り扱う⾦融機関 
「収納取扱⾦融機関」⇒ 収納事務の⼀部を取り扱う⾦融機関 

 
なお、指定⾦融機関は、⾃治令第 168 条の規定により、1 つの団体に複数の指定⾦融機

関を置くことは出来ないのに対し、出納取扱⾦融機関では前述のような規定が無いため、
複数の出納取扱⾦融機関を設置することが可能です。 

しかし、⼀般的に実際の運⽤⾯の事務の複雑化を避ける観点から、出納取扱⾦融機関に
ついても出来る限り 1 つとされています。但し、収納取扱⾦融機関については、利⽤者の
料⾦納⼊の利便性等を考慮し、複数設置することは有意義です。 

なお、複数の出納取扱⾦融機関を設けた場合、管理者はその内の 1 つを「総括出納取扱
⾦融機関」に定める必要があります。また、出納取扱⾦融機関および収納取扱⾦融機関を
定めた場合、⼜は変更した場合は、地⽅公営企業法施⾏令第 22 条の 2 第 3 項に基づき、
管理者はその旨を告⽰しなければなりません。 
 
(2)総務省報告 

法適⽤した場合、地⽅公営企業法施⾏令第 28 条により、遅滞なくその旨を総務⼤⾂に
報告する必要があります。報告は地⽅公営企業法施⾏規則第別記第 20 号様式により、都
道府県を経由して総務⼤⾂に提出します。 
 
(3)税務署届 

法適⽤に伴い、現在の特別会計を廃⽌し、新たな下⽔道事業会計を設置することになり
ます。このため、消費税法第 57 条第 1 項第 3 号および同条第 2 項に基づき、税務署へ「事
業廃⽌届出書」、「消費税の新設法⼈に該当する旨の届出書」を提出する必要があります。 
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①事業廃⽌届出書 
・現⾏の会計を閉鎖したことを持って、法適⽤後速やかに「事業廃⽌届出書」を提出

します。 
・農業集落排⽔施設を法適⽤公共下⽔道事業に統合したり、簡易⽔道事業を上⽔道事

業に統合するなど、他事業を併せて 1 つの会計とする場合は、消費税法第 57 条第
1 項第 5 号に基づき、「合併による法⼈の消滅届出書」を提出する必要があります。 

 
②消費税の新設法⼈に該当する旨の届出書 

・法適⽤する場合は、「消費税の新設法⼈に該当する旨の届出書」を提出する必要があ
ります。 

・なお、開始貸借対照表が確定した段階で、資本⾦の額が予定開始貸借対照表と異な
る⾦額となる場合があることから、留意する必要があります。 

 
③法適⽤後の消費税の申告・納付期限 

・消費税法および同法施⾏令において、国、地⽅公共団体等の消費税の申告・納付期
限の特例が設けられています。 

・法適⽤事業の消費税の申告・納付期限については、消費税法施⾏令第 76 条第 2 項
第 3 号により、課税期間（事業年度）終了後 3 ヶ⽉以内とされており、法適⽤前の
期限が同項第 2 号により終了後 6 ヶ⽉以内であったことと⽐較し、納付期限が短く
なることから、留意する必要があります。 

 
(4)事務引継 

①事務の引継の期限 
地⽅公営企業法施⾏令第 7 条により、⻑、会計管理者及び公営企業管理者相互間の事

務引継ぎは、その必要が⽣じた⽇から 10 ⽇以内にしなければならないと定められてい
ます。 

 
②事務の引継の⼿続き 

事務引継ぎに関して地⽅公営企業法では、期限の他は特に規程が定められていません
が、地⽅⾃治法施⾏令第 124 条、第 128 条に規定されている⻑⼜は会計管理者相互の
事務引継の⼿順に準拠して⾏うことが適当と考えられています。 
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表 8-10 事務引継事項 
引継事項 内  容 

⼀般事務 

【⻑及び公営企業管理者相互の事務引継の場合】 
引継ぎする者は、当該企業に関する書類、帳簿及び財産⽬録を調製し、
当該企業に関する処分未了もしくは未着⼿の事項⼜は将来企画すべき事
項については、その処理の順序及び⽅法並びにこれに対する意⾒その他
の事項を記載すべきものである。 
（地⽅⾃治法第 159 条、地⽅⾃治法施⾏令第 124 条） 

出納事務 

【会計管理者及び公営企業管理者⼜は⻑相互間の事務引継の場合】 
引継ぎする者は、当該企業に関する現⾦、書類、帳簿、その他の物件に
ついてそれぞれ⽬録を調製し、なお、現⾦についてはそれぞれ帳簿に対
照した明細書を添え、帳簿については事務引継ぎの⽇において最終記帳
の次に合計⾼及び年⽉⽇を記⼊し、且つ、引継をする者及び引継を受け
る者がこれに連署すべきものである。 
（地⽅⾃治法施⾏令第 128 条） 

 
表 8-11 事務引継区分 

項 ⽬ 全部適⽤ ⼀部適⽤

事務体制と引継

管理者設置 管理者⾮設置 
会計管理者に 

事務委任しない 
会計管理者に 
事務委任する

管理者と⾸⻑及
び会計管理者と
の事務引継ぎ

⾸⻑と会計管理
者との事務引継
ぎ 

⾸⻑と会計管理
者との事務継ぎ 

事務引継ぎなし 
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９．既存企業会計システム移行 

 
(1)基本⽅針 
①杵藤電算センターに設置し上⽔道事業で使⽤中のシステム（以下、「既存企業会計シス

テム」といいます）を下⽔道⽤に移⾏し、システム構築の円滑化とコスト縮減を図り
ます。 

②地⽅公営企業法及び関係法令に準拠したシステム内容で、公営企業の経理の⼿引きに
も適合するシステムとします。 

③職員が利⽤している既存 PC、既存プリンタの活⽤を基本とし、ハードウェアの導⼊費
⽤を極⼒抑えたものとします。

 
(2)システム構成 

下⽔道⽤企業会計システムのシステム構成は、システム構築の円滑化とコスト縮減を図
るため、既存企業会計システムを踏襲し表 9-1 のとおりとします。 

表 9-1 システム構成 
システム 機能の概要 
会計基本 ⽇々の会計処理、監査資料作成、決算書類作成、消費税計算 等
予算編成 予算要求処理、予算査定処理、予算書類作成、財務諸表作成 等
固定資産 減価償却計算、除却処理 等 
決算統計 総務省決算統計データ作成 等 
企 業 債 企業債台帳管理、償還推移計算 等 
貯 蔵 品 貯蔵品の在庫管理、たな卸し処理 等 

 
(3)導⼊ライセンス数 

企業会計システムの利⽤は、環境下⽔道課職員を予定しています。環境下⽔道課の所在
地は嬉野庁舎ですが、塩⽥庁舎にも職員が在籍しています。これを踏まえ、導⼊ライセン
ス数は表 9-2 のとおりとします。 

なお、会計課（塩⽥庁舎）に閲覧⽤のシステムを設置することも想定しており、会計課
と協議のうえ決定します。 

 
表 9-2 導⼊ライセンス数 

ユーザ ライセンス数
環境下⽔道課職員（嬉野庁舎） ４
環境下⽔道課職員（塩⽥庁舎） １

（会計課職員（塩⽥庁舎）） （要調整）
合計 ５
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(4)システム運⽤形態・ハードウェア整備 
職員が利⽤している既存 PC、既存プリンタの活⽤を基本とし、ハードウェアの導⼊費

⽤を極⼒抑えたものとします。 
システム運⽤形態は、現時点では、図 9-1 に⽰す、環境下⽔道課にサーバを導⼊する⾃

庁導⼊型（サーバ設置型）を予定しています。別の⽅式として、システム導⼊業者のデー
タセンターにシステム、データを置き使⽤料契約でシステムを利⽤するサービス利⽤型
（クラウド型）もあります（図 9-2）。今後、費⽤対効果を検証のうえシステム運⽤形態を
決定します。 

【環境下水道課】

ﾌﾟﾘﾝﾀ

（既存）

【会計課】

LGWAN系
ﾈｯﾄﾜｰｸ回線

会計システム

ライセンス

会計システム・

マスタデータ

塩田庁舎 嬉野庁舎

サーバ

【環境下水道課】

端末PC

（既存）

ﾌﾟﾘﾝﾀ

（既存）

端末PC

（既存）

ﾌﾟﾘﾝﾀ

（既存）

端末PC

（既存）

会計システム

ライセンス

会計システム

ライセンス

会計システム

ライセンス

会計システム

ライセンス

会計システム

ライセンス

 
図 9-1 システム運⽤イメージ（⾃庁導⼊型（サーバ設置型）） 

 

【環境下水道課】

ﾌﾟﾘﾝﾀ

（既存）

LGWAN系
ﾈｯﾄﾜｰｸ回線

塩田庁舎 嬉野庁舎

データセンター

【環境下水道課】

端末PC

（既存）

【会計課】

ﾌﾟﾘﾝﾀ

（既存）

端末PC

（既存）

ﾌﾟﾘﾝﾀ

（既存）

端末PC

（既存）

会計システム

ライセンス

会計システム

ライセンス

会計システム

ライセンス

会計システム

ライセンス

会計システム

ライセンス

会計システム

ライセンス

会計システム・

マスタデータ

 
図 9-2 システム運⽤イメージ（サービス利⽤型（クラウド型）） 
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(5)マスタ設定・データ取込 
システム稼働に必要なマスタ設定、データ取込を⾏います。対象となる主なものは表 9-3、

表 9-4 のとおりです。 
表 9-3 マスタ設定 

マスタ マスタの概要 
ユ ー ザ 企業会計システムのユーザ情報を登録します。 
予算科⽬ 収益的収⽀、資本的収⽀予算の科⽬を登録します。 
勘定科⽬ 収益、費⽤、資産、負債、資本等、勘定科⽬を登録します。
債 務 者 下⽔道事業会計で⽇常的に⼊出⾦を⾏う債務者情報を登録します。
債 権 者 下⽔道事業会計で⽇常的に⼊出⾦を⾏う債権者情報を登録します。

 
表 9-4 データ取込 

データ データ取込の概要 
固定資産 固定資産データを CSV 形式でシステムにコンバートします。

 
(6)操作研修 

システムの円滑な運営に必要な操作研修を実施します。また、必要に応じて、個別指導
を受けることとします。 

 
1)操作研修の項⽬ 

操作研修の内容は、表 9-5 を基本とし、システム導⼊業者と調整のうえ決定します。 
 

2)操作研修の実施時期 
研修の実施時期は、システム構築や新年度予算編成のスケジュールと連動したものと

する必要があります。 
法適⽤後の円滑なシステム運営を可能とするため、操作研修は法適⽤前年度までの実

施を予定しますが、決算統計については実作業の実施時期の研修が望ましいため、法適
⽤初年度の決算統計を作成する令和５年３〜５⽉とすることを検討します。 

これらを踏まえ、実施時期は表 9-5 を基本とし、システム導⼊業者と調整のうえ決定
します。 
 
表 9-5 操作研修 

項⽬ 概要 実施時期
マスタ設定 ユーザ、科⽬等のマスタ設定 令和 2 年 10〜12 ⽉
会計基本 ⽇次業務、⽉次業務、年度更新、決算業務 令和 3 年 4〜6 ⽉
固定資産 データ⼊⼒業務、集計業務 令和 3 年 4〜6 ⽉
予算編成 当初予算、補正予算の要求、査定、予算書作成 令和 3 年９〜12 ⽉
決算統計 決算統計データ作成 令和５年３〜5 ⽉
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(7)試験稼働・カスタマイズ 
担当職員がシステムを試験的に使⽤できるよう、概ね 1 年以上の期間について、システ

ムの試験稼働を⾏います。 
試験稼働に伴いシステム仕様、システム機能の改善の必要性が⽣じた際は、対応範囲を

システム導⼊業者と協議のうえ、システムのカスタマイズを⾏います。 
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10．スケジュール 

 
 次⾴に法適⽤までのスケジュールを⽰します。 
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表 10-1 法適⽤までのスケジュール 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

■基本方針策定業務

(1)他都市の事例調査

(2)他部局との関連調査

(3)条例の調査・整理

(4)減価償却費の算定（概算）

(5)移行に伴う課題の抽出と整理

(6)移行計画（スケジュール）の策定

(7)移行に関する基本方針の検討

■固定資産調査及び評価

(1)資料収集・ヒアリング

(2)固定資産台帳の作成

(3)決算書の整理

(4)工事関連情報の整理

(5)財源情報の整理

(6)間接費、付帯経費の整理配賦

(7)受贈資産、除却資産、不明資産の調査及び整理

(8)固定資産評価マニュアルの作成

(9)固定資産調査及び整理

(10)固定資産管理図の作成

(11)固定資産評価

(12)固定資産システム登録データ作成

■移行事務

(1)移行業務計画書の作成

(2)予算科目・勘定科目の設定

　　科目（案）作成

　　科目（案）確認

　　科目（確定版）作成

(3)条例、規則、規程等の制定及び改廃

　　整備方針ヒアリングシート作成

　　整備方針ヒアリングシート回答

　　例規洗い出し、原案作成

　　例規洗い出し、原案確認・回答

　　制定・改定原稿作成

　　例規審議（総務課）

　　議会上程

(4)職員研修及び研修資料作成 ◆ ◆ ◆

(5)中長期経営戦略の策定

　　経営戦略関係資料（暫定版）作成

　　他会計繰入/資金運営事前調整

　　経営戦略関係資料（確定版）作成

　　下水道関連事業経営戦略策定

(6)予定開始貸借対照表作成支援

(7)法適用年度の予算調製の支援

(8)関係部局との調整

　　調整事項リスト・スケジュール作成

　　関係部局調整連絡会議

　　個別調整

(9)公認会計士等の指導・助言

(10)打ち切り決算の支援

(11)その他支援

■既存企業会計システム移行

(1)システム関連調査

(2)他システム連携検討

(3)既存システム連携検討および移行準備

主要項目／細目 令和２年度 令和３年度令和元年度

不明・受贈資産 確定▼

【必要図書集約・整理】

【R3取得見込資産】【～R2取得資産】

【簡易手法】

【R3取得見込資産】【～R2取得資産】

【R3除却見込資産の除却】

【R3取得見込資産】【～R2取得資産】

【R3取得見込資産】【～R2取得資産】

【R3取得見込資産】【～R2取得資産】

【様式・記載項目整理】

【条例】

【試験稼働】

【～R2取得資産】

【基礎編】 【会計編】
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巻末：参考資料 

 
・先進都市の事例（下⽔道事業 ⼈⼝３万⼈未満 法適⽤事例） 

出典︓地⽅公営企業法の適⽤に関するマニュアル（平成 31 年３⽉改定版）︓総務省 

 










































